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Ⅸ　その他

１　徴税費の状況
（単位：千円、％）

決　算　額 前年度比 構成比 決　算　額 前年度比 構成比 決　算　額 前年度比 構成比

市　　税　  ⑴
29,450,105 102.8 29,439,779 100.0 28,944,441 98.3

個人府民税  ⑵　
7,826,065 103.9 7,702,796 98.4 7,240,818 94.0

     計       ⑶　
37,276,170 103.0 37,142,575 99.6 36,185,259 97.4

170,897 97.6 37.8 160,039 93.6 37.9 150,233 93.9 35.6

118,078 92.8 26.2 110,474 93.6 26.1 112,272 101.6 26.7

時間外勤務手当
11,999 91.2 2.7 9,078 75.7 2.1 12,843 141.5 3.1

税務特別手当
0 皆減 － 0 － － 0 － －

その他の手当
106,079 93.0 23.5 101,396 95.6 24.0 99,429 98.1 23.6

82,958 95.3 18.4 78,825 95.0 18.6 78,086 99.1 18.6

371,933 95.5 82.4 349,338 93.9 82.6 340,591 97.5 80.9

584 95.7 0.1 732 125.3 0.2 1,075 146.9 0.3

79,289 100.9 17.5 72,793 91.8 17.2 79,207 108.8 18.8

79,873 100.8 17.6 73,525 92.1 17.4 80,282 109.2 19.1

451,806 96.4 100.0 422,863 93.6 100.0 420,873 99.5 100.0

322,489 99.8 323,686 100.4 324,892 100.4

129,317 88.9 99,177 76.7 95,981 96.8

⑷　／　⑶

⑹　／　⑴

53 人 49 人 46 人
（各年度　課税状況調第39表）

税 務 職 員 数

税収入に対
する徴税額
の割合

1.2% 1.1% 1.2%

0.4% 0.3% 0.3%

合　計   ⑷　

   府民税徴収取扱費　⑸

     ⑷　－　⑸　＝　⑹

徴
 
税
 
費

人
件
費

基 本 給

諸 手 当

そ の 他
（ 共 済 費 等 ）

計

物
件
費

旅 費

そ の 他

計

年　度　
令和４年度 ５年度 ６年度

　区　分

税収入額
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（１）　税務機構
令和７年３月31日現在

次長 課長 課長代理 係長 副係長 係員 計

税制・市民税担当 1 ― ― 3 ― 14 18

固定資産税担当 ― 1 ― 2 ― 11 14

徴収・納付担当 ― ― ― 1 ― 13 14

計 1 1 ― 6 ― 38 46

（２）　市民サービス部税担当部署の事務分掌

　　(1)　 税制度の調査及び研究に関すること。

　　(2)　 税務統計に関すること。

　　(3)　 市税の総括に関すること。

　　(4)　 軽自動車税の賦課及び調査に関すること。

　　(5)　 市たばこ税の賦課及び調査に関すること。

　　(6)　 入湯税の賦課及び調査に関すること。

　　(7)　 地方譲与税並びに国税及び府税に係る交付金に関すること。

　　(8)　 納税証明書の作成及び交付に関すること。

　　(9)　 寝屋川市固定資産評価審査委員会に関すること。

　　(10)　自動車の臨時運行許可に関すること。

　　(1)　 市民税及び府民税の賦課及び調査に関すること。

　　(2)　 市民税等に関する証明書の作成及び交付に関すること。

　　(1)　 固定資産税及び都市計画税の賦課に関すること。

　　(2)　 固定資産の調査に関すること。

　　(3)　 固定資産の評価に関すること。

　　(4)　 固定資産税及び都市計画税に関する証明書の作成及び交付に関すること。

　　(5)　 固定資産課税台帳等の整備及び保管に関すること。

　　(6)　 特別土地保有税の賦課及び調査に関すること。

　　(1)　 市税等の徴収及び収納に関すること。

　　(2)　 市税等の過誤納金の還付及び充当に関すること。

　　(3)　 市税等の口座振替に関すること。

　　(4)　 市税等の督促及び滞納処分に関すること。

　　(5)　 市税等の不納欠損に関すること。

　　(6)　 滞納債権の徴収等に係る助言・指導に関すること。

　　(7)　 滞納債権に係る調査・研究及び総合調整に関すること。

　市税等の徴収・納付に関すること

２   税務機構及び事務分掌

※　税制・市民税担当次長（税制・市民税担当、固定資産税担当）は税制・市民税担当課長と兼務。
　　係員には再任用職員及び任期付短時間勤務職員を含む。
※　徴収・納付担当における所属長（次長）は、国民健康保険特別会計にて人件費が支出されている
　　ため、「―」となっている。

　税務管理等に関すること

　市民税等に関すること

　固定資産税に関すること
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３　税務職員の年齢及び経験年数等

（１）　年齢別職員数
令和７年３月31日現在

25歳 30歳 35歳 40歳 45歳
～ ～ ～ ～ ～

29歳 34歳 39歳 44歳 49歳

－ 3 4 1 5 1 4 18

2 1 2 － － － 9 14

－ 1 － 3 3 1 6 14

2 5 6 4 8 2 19 46

令和７年３月31日現在
０年 ２年 ４年 ６年 ８年 10年
～ ～ ～ ～ ～ ～

１年 ３年 ５年 ７年 ９年 14年

4 4 5 1 1 1 2 18

2 2 1 2 － 3 4 14

3 1 1 3 3 2 1 14

9 7 7 6 4 6 7 46

４　税務職員の手当

一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（抜粋）

（手当の支給）
第３条　特殊勤務手当は、別表の支給対象職員の欄に掲げる職員に支給する。

２　特殊勤務手当の額は、別表の支給対象職員の欄に対応する支給額の欄に定める額とする。

（支給日）
第４条　特殊勤務手当は、その月分を翌月の給料の支給定日に支給する。

別表

番号

１ 市税徴収手当 納税督励による
市税の徴収に
従事した職員

・現年度分滞納市税の徴収
　　徴収金額の2／1000
・繰越分滞納市税の徴収
　　徴収金額の4／1000

１か月7,000円
を超えるとき
は、7,000円と
する。

計 ７年２月

種　類 支給対象職員 支給額 摘　要

税制・市民税担当 ５年４月

固定資産税担当 10年４月

徴収・納付担当 ６年３月

計 45歳11月

（２）　税務経験年数別職員数

年　数　
15年
以上

計
平均経験

年数
　担当名

税制・市民税担当 41歳11月

固定資産税担当 47歳４月

徴収・納付担当 49歳８月

年　齢　
25歳
未満

50歳
以上

計 平均年齢
　担当名
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氏名 就任日 任期満了日

上原　武彦
平成23年7月10日

（５期目） 令和８年７月９日

山本　實
平成25年10月１日

（４期目） 令和７年９月30日

平石　貴
令和２年11月１日

（２期目） 令和８年10月31日

0 0 1

認容(一部認容含） 0 0 0

棄却 0 0 0

却下 0 0 0

0 0 1取下げ件数

年　度

審査申出件数

区　分

審
査
決
定
件
数

５   固定資産評価審査委員会委員

６   固定資産評価審査委員会　審査申出件数

令和４年度 ５年度 ６年度

役職

委員長

委員長職務代理

委員
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７　税務証明

（１）　税務に関する各種証明書

種   別 使 用 目 的 内　容 備　考

課税証明書  １　金融機関等への借入申請 １件につき

所得証明書  ２　公営公団住宅入居申請 　　　　３００円

非課税証明書  ３　奨学金申請

 ４　各種保証人

 ５　その他

法人所在地証明書 自動車車庫証明等 法人所在地の証明

評価通知書  登記関係 無料

評価証明書  １　資金借入

 ２　各種保証人

 ３　裁判に関するもの

 ４　地代、家賃算定

 ５　その他

公課証明書  １　裁判に関するもの

 ２　金融機関提出

 ３　税務署提出

 自動車車庫証明等

住宅用家屋証明書  登記 １件につき

　　　　１,３００円

納税証明書  １　融資関係 １件につき

完納証明書  ２　各種保証人 　　　　３００円

 ３　入国管理事務所への帰化申請

 ４　住宅入居

 ５　税務署提出

 ６　自動車等継続検査申請

 ７　その他

（オンライン申請
は200円）

令和７年３月31日現在

税
制
・
市
民
税
担
当

年間所得と当該年
度に課税された額の
証明

固

定

資

産

税

担

当

登記所への評価額
通知

（登記官の依頼
書要）

土地・家屋及び償却
資産の評価額の証
明

１筆、１棟につき
３００円
（１筆又は１棟増
すごとに５０円加
算）

当該年度に課税さ
れた資産内訳又は
課税された額の証明

固定資産課税台帳
登録事項証明書

※　市民生活担当証明発行窓口、各シティ・ステーション及び堀溝サービス窓口では、上記証明書のう
ち、「課税証明書」「所得証明書」「非課税証明書」「評価証明書」「公課証明書」「固定資産課税台帳登録
事項証明書(自動車車庫証明等)」「納税証明書（法人市民税を除く）」などを発行している。

土地・家屋の資産証
明

住宅の用に供するも
ので保存、移転、抵
当権設定登記に係
る登録免許税の税
率軽減用の証明

（租税特別措置法に
係る証明）

徴
収
・
納
付
担
当

・納税すべき確定額
並びに納税済額及
び未納の額の証明
・市税に滞納がない
ことの証明

ただし、自動車
等継続検査申請
用については無
料
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（２）　証明手数料収入額（市民サービス部税担当部署分）

件　数 収　入　額 件　数 収　入　額 件　数 収入額

（件） （円） （件） （円） （％） （％）

2,518 755,400 2,490 749,000 98.9 99.2

課税、所得、非課税
法人所在地 2,518 755,400 2,490 730,700 98.9 96.7

１件 300円
（オンライン申
請は200円）

2,971 1,873,350 3,131 2,014,900 105.4 107.6

各種台帳閲覧 922 276,600 1,005 301,500 109.0 109.0 １件 300円

評価証明 1,107 407,450 1,103 399,500 99.6 98.0

公課証明 36 11,500 17 6,100 47.2 53.0

固定資産課税台帳
登録事項証明 0 0 0 0 - -

住宅用家屋証明
（租税特別措置法に
係る証明） 906 1,177,800 1,006 1,307,800 111.0 111.0 １件 1,300円

1,311 393,300 1,060 318,000 80.9 80.9

個人市民税納税証明 179 53,700 248 74,400 138.5 138.5 １件 300円

法人市民税納税証明 543 162,900 335 100,500 61.7 61.7

固定資産税納税証明 321 96,300 275 82,500 85.7 85.7

軽自動車税納税証明 11 3,300 12 3,600 109.1 109.1

その他証明書
（完納証明書等） 257 77,100 190 57,000 73.9 73.9

6,800 3,022,050 6,681 3,081,900 98.3 102.0

固定資産税担当

１筆､１棟につき
300円
（１筆又は１棟
増すごとに50円
加算）

徴収・納付担当

合　　計

令和５年度 ６年度 前年度比

備　考

税制・市民税担当
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※　税率の変遷　　　　（市民税の税歴　１／２４）
  道府県税税率  　法人市民税税率　

 年　度  申告期日  課税標準  　　納　　期　 摘　　　要

　均等割　　　　　　　　　　　　　　100 円

 　給与所得　　　　100 円につき 　2 個　       56 銭 S24.9.15

昭和  　営業所得　　　　100 円につき 　2 個　       56 銭

24  個人  　その他所得　　　100 円につき 　5 個　  1 円 40 銭　法人  　シャウプ使節団

 所用土地賃貸価格　100 円につき 120 個　 33 円 60 銭  　日本税制報告書

 所用家屋賃貸価格　100 円につき 100 個　 28 円  　発表( シャウプ勧告)

 配当及び利子所得　100 円につき 　2 個　       56 銭

25  25. 6.10  所得税額  600 円  18/100  1,200 円   9.7/100  勧告に基づく税制改正

26  26. 6.10    〃  500 円  18/100  1,200 円   9.7/100  給与所得者に対する特

 別徴収制度の創設

27  27. 4.30    〃  500 円  18/100  1,200 円   9.7/100

28  28. 4.30    〃  500 円  18/100  1,200 円   9.7/100

 市町村民税の一部を

29  29. 3.31    〃  400 円  13/100  100 円   5/100  1,200 円   9.7/100  道府県に委譲し道府

 県民税が創設される。

30  30. 3.31    〃  400 円  13/100  100 円   5/100  1,200 円   9.7/100

31  31. 3.31    〃  400 円  15/100  100 円 5.5  1,200 円   9.7/100

  / 100

32  32. 3.31    〃  400 円  15/100  100 円   6/100  1,200 円   9.7/100

33  33. 3.31    〃  400 円 18.5  100 円 7.5  1,200 円   9.7/100

  / 100   / 100

34  34. 3.31    〃  400 円  20/100  100 円   8/100  1,200 円   9.7/100

35  35. 3.31    〃  400 円  20/100  100 円   8/100  1,200 円   9.7/100  S35.7.1 自治庁が自

 治省に昇格

 S36.4.30法律第74号

36  36. 3.31    〃  400 円  20/100  100 円   8/100  1,200 円   9.7/100  により 地方税( 特に住

 民税) 改正、昭和37

 年度より実施される。

 35. 1. 1   6月 8月10月 1月

 36. 1. 1   6月 8月10月 1月

 32. 1. 1   6月 8月10月 1月

 33. 1. 1   6月 8月10月 1月

 34. 1. 1   6月 8月10月 1月

 29. 1. 1   6月 8月10月 1月

 30. 1. 1   6月 8月10月 1月

 31. 1. 1   6月 8月10月 1月

 26. 4. 1   7月 8月10月 1月

 27. 4. 1   6月 8月10月 1月

 28. 4. 1   6月 8月10月 1月

  均等割   所得割

所得金額 100円につき 16個　3 円 84 銭

資本額   100円につき 30個　7 円 20 銭

 25. 8. 1  10月12月 2月

 所得割

  市町村税税率

 賦課期日
 均等割  所得割  均等割
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市民税の税歴（２／２４）

３７．１．１ ３７．３．２０ ３８．１．１ ３８．３．２０ ３９．１．１ ３９．３．２０ ４０．１．１ ４０．３．２０

 　扶　　　養  普通の場合　１人  　70,000円

 ２人目から１人につき   　30,000円

 配偶者に５万円を超える所得があるとき

 ２人目から１人につき   　30,000円

 　生命保険料　  １年間の支払い金額が

 15,000円以下のときは、全額

 支払金額の1/2 の額に7,500 円を

 加えた金額 (限度額は 22,500 円)

 　社会保険料　

   雑　　　損

 　医療費　　　

 （限度額は 150,000円）

 　基礎控除　　

 　均等割  　　

 　所得割  　　

 　均等割  　　

 　所得割  　　  　　150 万円以下の金額　  2 %

 　　150 万円を超える金額　4 %

 ( 配偶者、15歳以上の扶養親族、

 白色専従者、前年中配偶者の所得

 が15歳未満であるときそのうち1人

 のみについて 240円青色専従者1人

  480円の特別控除を行う)

 　障害者等　　  納税者が障害者であるか又はその

 扶養親族中に障害者がいるとき障

 害者１人について、又納税者が老

 れかであるとき、

 　市民税の所得割から　1,000 円

 　府民税の所得割から　1,000 円

 　配　　　当  市民税の所得割から配当所得の

 府民税の所得割から配当所得の

 課税所得金額が 1,000万円を超え

 る部分の配当所得及び証券投資信

 託の収益の分配金によるものは上

 記の率の 1/2で控除する。

 市民税所得割の税率が準拠税率か

 青色専従者控除　　80,000円  ら標準税率を制限税率に改められ

 た。従って標準税率に1.5/100 を

 白色専従者控除　　50,000円  乗じた税率が制限税率となる。

 青色専従者控除　　80,000円

 白色専従者控除　　50,000円

 　摘　　　　要  　　　同　　　　　左 同　　　　　左

1.2% 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 課税所得金額が 1,000万円を超え

 る部分の配当所得及び証券投資信

 託の収益の分配金によるものは上

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

 年者か、寡婦か、勤労学生のいず  　　　同　　　　　左 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 市民税の所得割から配当所得の

4% 3%

 府民税の所得割から配当所得の

1.6%

 記の率の 1/2で控除する。

 　5,000 万円    〃          14 %

府
　
民
　
税

 　　　　　     100円  　　　同　　　　　左 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 が 5万円を超え扶養親族のすべて  　　　同　　　　　左 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 　2,000 万円    〃          11 %  　1,000 万円    〃          11 %

 　3,000 万円    〃          12 %  　2,000 万円    〃          12 %

 　5,000 万円    〃          13 %  　3,000 万円    〃          13 %

同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 　　600 万円    〃            9 %  　　400 万円    〃            9 %

 　1,000 万円    〃          10 %  　  600 万円    〃           10 %

 　　100 万円    〃            6 %  　　100 万円    〃            6 %

 　　250 万円    〃            7 %  　　150 万円    〃            7 %

 　　400 万円    〃            8 %  　　250 万円    〃            8 %

同　　　　　左

 　　 15 万円以下の金額　  2 %

 　　 10 万円を超える金額　3 %  　　 15 万円を超える金額　3 %

 　　 20 万円    〃             4 %  　　 40 万円    〃             4 %

 　　　同　　　　　左

市
　
　
民
　
　
税

 　　　　　     400円  　　　同　　　　　左 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 　　 10 万円以下の金額　  2 %

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 　　　　　　１人  　50,000円  　　　同　　　　　左 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 　　 50 万円    〃             5 %  　　 70 万円    〃             5 %

 　　　　　  90,000円  　　　同　　　　　左

 総所得金額の１０％を超える金額  　　　同　　　　　左 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 総所得金額の５％を超える金額  　　　同　　　　　左 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 15,000円を超え30,000円以下のときは  　　　同　　　　　左 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

 １年間の支払い金額の全額  　　　同　　　　　左 同　　　　　左  　　　同　　　　　左

昭和３７年度 昭和３８年度 昭和３９年度 昭和４０年度

 賦課期日・申告期限
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市民税の税歴（３／２４）

４１．１．１ ４１．３．２０ ４２．１．１ ４２．３．１５ ４３．１．１ ４３．３．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除　　　80,000円  配偶者及び扶養

 控除対象配偶者のない場合の

 ２人目から１人につき

 40,000円を加える

 　生命保険料　  １年間の支払い金額が  障害者・老年者

 15,000円以下のときは、全額  寡婦・勤労学生

 支払金額の1/2 の額に7,500 円を

 加えた金額 (限度額は 22,500 円)

 　社会保険料　

   雑　　　損  　生命保険料　  １年間の支払い金額が

 15,000円以下のときは全額

 　医療費　　　  15,000円を超え35,000円以下は

 （限度額は 150,000円）

 　基礎控除　　  　　　   100,000円  　( 限度額は、25,000円)

 　社会保険料　

 　雑　　　損

   医療費

 ( 限度額は、150,000 円)

　基礎控除

 　均等割  　　  　均等割  　　

 　所得割  　　  　所得割  　　     15 万円以下の金額  　　 2 %

    15 万円を超える金額  　 3 %

    40 万円    〃      　　     4 %

    70 万円    〃      　    　 5 %

   100 万円    〃      　　     6 %

   150 万円    〃      　　     7 %

   400 万円    〃      　　     9 %

   600 万円    〃      　      10 %

 1,000 万円    〃      　     11 %

 2,000 万円    〃      　     12 %

 3,000 万円    〃      　     13 %

 5,000 万円    〃      　     14 %

 　均等割  　　  　均等割  　　

 　所得割  　　  　　150 万円以下の金額　  2 %  　所得割　　　

 　　150 万円を超える金額　4 %    150 万円を超える金額       4%

　　　※特別控除の廃止

 　障害者等　　  納税者が障害者であるか又はその  　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の

 扶養親族中に障害者がいるとき障

 害者１人について、又納税者が老  府民税の所得割から配当所得の

 れかであるとき、

 　市民税の所得割から　1,000 円  る部分の配当所得及び証券投資信

 　府民税の所得割から　1,000 円  託の収益の分配金によるものは上

 　配　　　当  市民税の所得割から配当所得の3%  記率の1/2 で控除する。

 府民税の所得割から配当所得の1.2%

 課税所得金額が 1,000万円を超え

 る部分の配当所得及び証券投資信

 託の収益の分配金によるものは上

 記の率の 1/2で控除する。

 〇所得税確定申告の申告者に

 　対しては、市民税の申告義
 　務を課さないこととされた。
 〇市民税の申告期限が所得税  白色専従者控除　　 110,000円
 　確定申告とあわせて３月15
 　日となった。
 青色専従者控除　 120,000円
 白色専従者控除　  80,000円

 白色専従者控除　  60,000円

同　　　　　左

 〇配偶者控除が創設された。

 青色専従者控除　　 170,000円
 青色専従者控除　 100,000円

 　摘　　　　要

100 円

   150 万円以下の金額         2%

同　　　　　左

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

                                       3%

同　　　　　左

 年者か、寡婦か、勤労学生のいず                                      1.2%

 課税所得金額が 1,000万円を超え

 　5,000 万円    〃          14 %

府
　
民
　
税

 　　　　　     100円 同　　　　　左

市
　
　
民
　
　
税

 　　　　　     400円

 　　 15 万円以下の金額　  2 %

 　　 15 万円を超える金額　3 %

 　　 40 万円    〃             4 %

 　　 70 万円    〃             5 %

 　　100 万円    〃            6 %

 　　150 万円    〃            7 %

   250 万円    〃      　　     8 %

 　　400 万円    〃            9 %

 　  600 万円    〃           10 %

 　1,000 万円    〃          11 %

 　3,000 万円    〃          13 %

 　2,000 万円    〃          12 %

 　　250 万円    〃            8 %

 総所得金額の５％を超える金額 同　　　　　左

 支払金額の1/2 ＋7,500円の金額

同　　　　　左

 １年間の支払い金額の全額

 総所得金額の10% を超える金額

 総所得金額の 5% を超える金額

 　　　　110,000 円

同　　　　　左 400 円

 １年間の支払い金額の全額 同　　　　　左  　　　　　　　　 60,000 円

 総所得金額の１０％を超える金額 同　　　　　左

 　普通障害　　　 60,000 円

同　　　　　左

 　特別障害　　　 80,000 円

 納税者が老年者か寡婦又は勤労

 学生に該当する場合、それぞれ

昭和４１年度 昭和４２年度 昭和４３年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
特
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者控除　　　　90,000円

 控除対象配偶者のない場合の

 扶養親族　１人  70,000円 同　　　　　左  扶養親族　　１人  80,000円

 ２人目から１人につき

 50,000円を加える

 納税者本人又は扶養親族に障害者

 がいる場合

 15,000円を超え30,000円以下のときは 同　　　　　左
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市民税の税歴（４／２４）

４４．１．１ ４４．３．１５ ４５．１．１ ４５．３．１６ ４６．１．１ ４６．３．１５ ４７．１．１ ４７．３．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除　　   100,000円

 控除対象配偶者のない場合の

 扶養親族　１人    80,000円

 ２人目から１人につき

 60,000円を加える

 障害者・老年者  納税者本人又は扶養親族に障害者

 寡婦・勤労学生  がいる場合

 　普通障害　　　 70,000 円

 　特別障害　　　 90,000 円

 納税者が老年者か寡婦又は勤労

 学生に該当する場合、それぞれ

 　　　　　　　　 70,000 円

 　生命保険料　  １年間の支払い金額が  １年間の支払い金額が

 15,000円以下のときは全額  15,000円以下のときは全額

 15,000円を超え35,000円以下は

 支払金額の1/2＋7,500 円の金額

 　( 限度額は、25,000円)  40,000円を超えたときは27,500円

 　社会保険料　

 　雑　　　損

 総所得金額の 5% を超える金額  総所得金額の 5% (10 万円超のときは

 　医療費　　　  ( 限度額は、150,000 円)  ( 限度額は、300,000 円)  10万円) 超過額 (限度 100万円)

 　基礎控除　　  　　　　120,000 円  　　　　130,000 円

 　均等割  　　 400 円

 　所得割  　　     15 万円以下の金額  　　 2 %

    15 万円を超える金額  　 3 %

    40 万円    〃      　　     4 %

    70 万円    〃      　    　 5 %

   100 万円    〃      　　     6 %

   150 万円    〃      　　     7 %

   250 万円    〃      　　     8 %

   400 万円    〃      　　     9 %

   600 万円    〃      　      10 %

 1,000 万円    〃      　     11 %

 2,000 万円    〃      　     12 %

 3,000 万円    〃      　     13 %

 5,000 万円    〃      　     14 %

 　均等割  　　 100 円

 　所得割　　　    150 万円以下の金額         2%

   150 万円を超える金額       4%

 　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の  市民税の所得割から配当所得の

                                       3%

 府民税の所得割から配当所得の

                                     1.2%

 課税所得金額が 1,000万円を超え

 る部分の配当所得及び証券投資信

 託の収益の分配金によるものは上

 記率の1/2 で控除する。

 S45.1.1 以降の土地建物等の譲

 白色専従者控除　　 150,000円  渡所得は、分離課税

 　長期　　　　　市　 2.7 %

 　　　　　　　　  府　  1.3 %

 　短期　　　　　市　    8 %

 　　　　　　　　  府　     4 %

 白色専従者控除　　 150,000円

 　摘　　　　要

 　　　同            左  　　　同            左

 白色専従者控除　　 165,000円

税
　
額
　
控
　
除

2.5%

 　　　同            左  　　　同            左  府民税の所得割から配当所得の

1.0%

府
民
税

 　　　同            左  　　　同            左  　　　同            左

 　　　同            左  　　　同            左  　　　同            左

 　　　　140,000 円  　　　　150,000 円

市
　
　
民
　
　
税

     　同            左      　同            左      　同            左

 　　　同            左  　　　同            左  　　　同            左

     　同            左

 １年間の支払い金額の全額      　同            左      　同            左      　同            左

 総所得金額の10% を超える金額      　同            左      　同            左      　同            左

 総所得金額の 5% を超える金額

 納税者が老年者か寡婦又は勤労学生  納税者が老年者か寡婦又は勤労学生  納税者が老年者か寡婦又は勤労学生

 支払金額の1/2 ＋7,500円の金額

 に該当する場合、それぞれ80,000円  に該当する場合、それぞれ90,000円  に該当する場合、それぞれ100,000円

     　同            左  15,000円を超え35,000円以下は      　同            左

 　普通障害　　　 80,000 円  　普通障害　　　 90,000 円  　普通障害　　　100,000 円

 　特別障害　　　100,000 円  　特別障害　　　110,000 円  　特別障害　　　120,000 円

 納税者本人又は扶養親族に障害者  納税者本人又は扶養親族に障害者

 がいる場合  がいる場合  がいる場合

昭和４４年度 昭和４５年度 昭和４６年度 昭和４７年度

 控除対象配偶者のない場合の  控除対象配偶者のない場合の

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者控除　　　   110,000円  配偶者控除　　　   130,000円  配偶者控除　　　   140,000円

 控除対象配偶者のない場合の

 ２人目から１人につき  ２人目から１人につき  ２人目から１人につき

 扶養親族　　１人    90,000円  扶養親族　　１人   110,000円  扶養親族　　１人   120,000円

   80,000円を加える   100,000円を加える   110,000円を加える

 納税者本人又は扶養親族に障害者
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市民税の税歴（５／２４）

４８．１．１ ４８．３．１５ ４９．１．１ ４９．３．１５ ５０．１．１ ５０．３．１５ ５１．１．１ ５１．３．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除　　 150,000円  配偶者控除　　　   190,000円

年齢70歳以上で障害者に該当しない 年齢70歳以上で障害者に該当しない

ものと控除対象配偶者のないとき

 扶養親族　１人 140,000円  扶養親族　　　１人 190,000円

 ２人目から１人につき  ２人目から１人につき

  120,000円を加える   170,000円を加える

 障害者・老年者  納税者本人又は扶養親族に障害者  納税者本人又は扶養親族に障害者

 寡婦・勤労学生  がいる場合  がいる場合

 　普通障害　　 120,000 円  　普通障害　　　160,000 円

 　特別障害　　 140,000 円

 納税者が老年者か寡婦又は勤労学生  納税者が老年者か寡婦又は勤労学生

 に該当する場合、それぞれ120,000円  に該当する場合、それぞれ160,000円

 　生命保険料　  １年間の支払い金額が  15,000円以下のときは全額

 15,000円以下のときは全額  15,000円を超え40,000円以下は

 支払金額の1/2＋7,500 円の金額  40,000円を超え70,000円以下は

 40,000円を超えたときは27,500円  支払金額の1/4＋17,500円

 70,000円を超えたときは 35,000 円

 　社会保険料　

 　雑　　　損

 　医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは

 10万円) 超過額 (限度 100万円) は 5万円) 超過額(限度 200万円）

 　基礎控除　　 160,000 円

 　均等割  　　 400 円

 　所得割  　　     30 万円以下の金額　     2 %     15 万円以下の金額  　　 2 %

    30 万円を超える金額     3 %     15 万円を超える金額     3 %

    50 万円    〃    　          4 %     40 万円    〃      　　      4 %

    80 万円    〃    　          5 %     70 万円    〃      　      　5 %

   110 万円    〃    　         6 %    100 万円    〃     　        6 %

   150 万円    〃    　         7 %    150 万円    〃      　　     7 %

   250 万円    〃    　         8 %

   400 万円    〃    　         9 %    400 万円    〃      　　     9 %

   600 万円    〃              10 %    600 万円    〃      　      10 %

 1,000 万円    〃             11 %  1,000 万円    〃             11 %

 2,000 万円    〃             12 %  2,000 万円    〃      　     12 %

 3,000 万円    〃             13 %  3,000 万円    〃             13 %

 5,000 万円    〃             14 %  5,000 万円    〃      　     14 %

 　均等割  　　 100 円

  150 万円以下の金額         2%

 　所得割　　　    

   150 万円を超える金額       4%

 　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の  市民税の所得割から配当所得の

2.5%

 府民税の所得割から配当所得の  府民税の所得割から配当所得の

1.0%

 課税所得金額が 1,000万円を超え

 る部分は上記率の1/2 で控除する。

 S47.1.1 以降の土地建物等の  長期

 　摘　　　　要  譲渡所得は、分離課税  　特定市街化　　　市　 3.4 %

 　長期　　　　市　 3.4 %  　区域農地等      府    1.6 %
 　　　　　　　  府　  1.6 %
 　短期　　　　市　    8 %
 　　　　　　　  府　     4 %  　　　　　　　　      府        2 %
 白色専従者控除　 170,000円

 　短　期　　　      市　      8 %
 　　　　　　　        府　      4 %

 　　　同            左 同            左

同　  　　　　　左  　その他　　　　   市　      4 % 同            左

 　　　同            左  　　　同            左 同            左

税
　
額
　
控
　
除

2.0%

0.8%

 　　　　190,000 円 同            左

市
　
　
民
　
　
税

     　同            左      　同            左 1,200 円

   250 万円    〃      　　     8 %  　　　同            左 同            左

府
民
税

 　　　同            左  　　　同            左  　　　    300 円

     　同            左 同            左

同　  　　　　　左      　同            左
総所得金額の5%(5万円超のとき

     　同            左 同            左

 　普通障害　　　130,000 円

 　特別障害　　　160,000 円  　特別障害　　　190,000 円 同            左

 納税者が老年者か寡婦又は勤労学生

 に該当する場合、それぞれ130,000円

同　  　　　　　左  支払金額の1/2＋7,500 円 同            左

昭和４８年度 昭和４９年度 昭和５０年度 昭和５１年度

ものと控除対象配偶者のないとき 同            左

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者控除　　　　 180,000円

年齢70歳以上で障害者に該当しない

ものと控除対象配偶者のないとき

 がいる場合

 扶養親族　１人 160,000円

 ２人目から１人につき

  140,000円を加える

 納税者本人又は扶養親族に障害者

 １年間の支払い金額の全額 同　  　　　　　左

 15,000円を超え35,000円以下は

 総所得金額の10% を超える金額 同　  　　　　　左

 　　　　180,000 円
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市民税の税歴（６／２４）

５２. １.　１ ５２．３．１５ ５３．１．１ ５３．３．１５ ５４．１．１ ５４．３．１６ ５５．１．１ ５５．３．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除　　　   200,000円

年齢70歳以上で障害者に該当しない

 扶養親族　　　１人 200,000円

 ２人目から１人につき  ２人目から１人につき

  190,000円を加える   200,000円を加える

 障害者・老年者  納税者本人又は扶養親族に障害者  納税者本人又は扶養親族に障害者

 寡婦・勤労学生  がいる場合

 　普通障害　　　180,000 円  　普通障害　　　210,000 円

 　特別障害　　　230,000 円

 納税者が老年者か寡婦又は勤労学生  納税者が老年者か寡婦又は勤労学生

 に該当する場合、それぞれ180,000円  に該当する場合、それぞれ210,000円

 　生命保険料　  15,000円以下のときは全額

 15,000円を超え40,000円以下は

 40,000円を超え70,000円以下は

 支払金額の1/4＋17,500円

 70,000円を超えたときは 35,000 円

 　社会保険料　

 　雑　　　損

 　医療費　　　 は 5万円) 超過額(限度 200万円）

 　基礎控除　　

 　均等割  　　

 　所得割  　　     15 万円以下の金額  　　 2 %     30 万円以下の金額  　　2 %

    15 万円を超える金額     3 %     30 万円を超える金額  　3 %

    40 万円    〃      　　      4 %     45 万円    〃      　　    4 %

    70 万円    〃      　      　5 %

   100 万円    〃     　        6 %    100 万円    〃      　　   6 %

   150 万円    〃      　　     7 %    130 万円    〃      　   　7 %

   250 万円    〃      　　     8 %    230 万円    〃      　   　8 %

   400 万円    〃      　　     9 %    370 万円    〃      　　   9 %

   600 万円    〃      　      10 %    570 万円    〃      　    10 %

 1,000 万円    〃             11 %    950 万円    〃      　    11 %

 2,000 万円    〃      　     12 %  1,900 万円    〃      　   12 %

 3,000 万円    〃             13 %  2,900 万円    〃      　   13 %

 5,000 万円    〃      　     14 %  4,900 万円    〃      　   14 %

 　均等割  　　

   150 万円以下の金額      2 %

 　所得割　　　

   150 万円を超える金額    4 %

 　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の  市民税の所得割から配当所得の

2.0%

 府民税の所得割から配当所得の

0.8%

 課税所得金額が 1,000万円を超え  課税所得金額が 1,000万円を超え

 る部分は上記率の1/2 で控除する。  る部分は上記率の1/2 で控除する。

 長期

 　摘　　　　要  　特定市街化　　　市　 3.4 %

 　区域農地等      府   1.6 %

 　(2,000万円超の部分は

 　その他　　　　　 市　   4 %

 　(2,000万円超の部分は

 　　　　　　3/4 を総合課税)

 　短　期　　　　　 市　   8 %  　(2,000万円超の部分は3/4 を

                       府　   4 %  　  総合課税)

 短期

 　　　市  8 %     府  4 %

 〇特定市街化区域農地等の譲渡

 　　　市 3.4 %    府  1.6 %

　　　　　　　　　    府     2 %    (4,000万円超の部分は

       市 4 %    府　2 % )

 〇その他　市 4 %  府　2 %

〇優良住宅地等の造成のための譲渡

 　　　市  4 %     府  2 %

   (4,000万円超の部分は1/2 を

 　　　市  4 %   府  2 %  ) 同  　　　左 同  　　　左      総合課税)

同  　　　左 1.2% 0.8%

 課税所得金額が 1,000万円を超え

 る部分は上記率の1/2 で控除する。

 長期

500 円

同  　　　左 同  　　　左  　　　同            左

税
　
額
　
控
　
除

 市民税の所得割から配当所得の

3.0% 2.0%

 府民税の所得割から配当所得の  府民税の所得割から配当所得の

 3,000 万円    〃      　   13 %

 5,000 万円    〃      　   14 %

府
民
税

 300 円 同  　　　左 同  　　　左

同  　　　左    250 万円    〃      　　   8 %

   400 万円    〃      　　   9 %

   600 万円    〃      　    10 %

 1,000 万円    〃      　   11 %

 2,000 万円    〃      　   12 %

市
　
民
　
税

    30 万円を超える金額  　3 %

    50 万円    〃      　      4 %

    80 万円    〃      　　    5 %     70 万円    〃      　　    5 %

   110 万円    〃      　   　6 %

   150 万円    〃     　　    7 %

200,000 円 同  　　　左 210,000 円 220,000 円

1,200 円 同  　　　左 同  　　　左  1,500 円

    30 万円以下の金額  　　2 %

     　同            左

 １年間の支払い金額の全額 同  　　　左 同  　　　左      　同            左

 総所得金額の10% を超える金額 同  　　　左 同  　　　左      　同            左

 に該当する場合、それぞれ200,000円

 支払金額の1/2＋7,500 円 同  　　　左 同  　　　左      　同            左

総所得金額の5%(5万円超のとき 同  　　　左 同  　　　左

昭和５２年度 昭和５３年度 昭和５４年度 昭和５５年度 

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者控除　　　   210,000円  配偶者控除　　　     220,000円

 年齢70歳以上で障害者に該当しな  扶養控除　　　　　　 220,000円

 納税者本人又は扶養親族に障害者

 がいる場合  がいる場合

 　普通障害　　　190,000 円

 　特別障害　　　200,000 円 同  　　　左  　特別障害　　　210,000 円

ものと控除対象配偶者のないとき 同  　　　左  いものと控除対象配偶者のないとき  老人扶養控除　　　　 230,000円

 扶養親族  　１人   210,000円  同居老親等扶養控除　 260,000円

 納税者が老年者か寡婦又は勤労学生
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市民税の税歴（７／２４）

５６．１．１ ５６．３．１５ ５７．１．１ ５７．３．１５ ５８．１．１ ５８．３．１５ ５９．１．１ ５９．３．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除　　　     220,000円  配偶者控除　　　   260,000円

     同            左  老人配偶者控除     270,000円

 扶養控除　　　　　　 220,000円

 老人扶養控除　　　　 230,000円  老人扶養控除       270,000円

 同居老親等扶養控除　 260,000円  同居老親等扶養控除 310,000円

 同居特別障害者控除 300,000円

 障害者・老年者  納税者本人又は扶養親族に障害者  納税者本人又は扶養親族に障害者  納税者本人又は扶養親族に障害者

 寡婦・勤労学生  がいる場合  がいる場合

 　普通障害　　　210,000 円  　普通障害　　210,000 円  　普通障害　　　240,000 円

 　特別障害　　　230,000 円  　特別障害　　230,000 円

 納税者が老年者か寡婦又は勤労  老年者か寡婦・寡夫又は勤労学生  老年者か寡婦・寡夫又は勤労学

 学生に該当する場合、それぞれ  に該当する場合、それぞれ210,000円  生に該当する場合、それぞれ

 210,000円

 　生命保険料　  15,000円以下のときは全額

 支払金額の1/2 ＋7,500 円

 40,000円を超え70,000円以下は

 支払金額の1/4＋17,500円

 70,000円を超えたときは  35,000 円

 　社会保険料　      同            左

 　雑　　　損      同            左

     同            左

 　医療費　　　 は 5万円) 超過額(限度 200万円）     

 　基礎控除　　  　　　　220,000 円      同            左

 　均等割  　　      　    1,500 円      同            左

 　所得割  　　     30 万円以下の金額  　　2 %

    30 万円を超える金額  　3 %

    45 万円    〃      　　    4 %

    70 万円    〃      　　    5 %    

   100 万円    〃      　　   6 %

   130 万円    〃      　   　7 %

   230 万円    〃      　   　8 %   同            左

   370 万円    〃      　　   9 %

   570 万円    〃      　    10 %

   950 万円    〃      　    11 %

 1,900 万円    〃      　   12 %

 2,900 万円    〃      　   13 %

 4,900 万円    〃      　   14 %

 　均等割  　　 500 円      同            左

   150 万円以下の金額      2 % 　　 同            左

 　所得割　　　    150 万円を超える金額    4 %    　

 　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の
2%

 府民税の所得割から配当所得の      同            左      同            左

0.8%

 課税所得金額が 1,000万円を超え

 る部分は上記率の1/2 で控除する。

 長期  長期

 　摘　　　　要  〇優良住宅地等の造成のための譲渡  　〇優良住宅地等の造成のための譲渡

 　　　市  4 %     府  2 %  　　  市　 4 %    府　 2 %

   (4,000万円超の部分は1/2 を  　　(4,000円超の部分は

     総合課税)  　　　  市 5 %    府 2.5 % )

 〇特定市街化区域農地等の譲渡      同            左  　〇特定市街化区域農地等の譲渡

 　　　市 3.4 %    府  1.6 %    　  市 3.4 %    府 1.6 %

   (4,000万円超の部分は  　　(4,000円超の部分は

       市 4 %    府　2 % )  　　　  市 4 %    府 2 % )

 〇その他　市 4 %  府　2 %  　〇その他　市 8 %　府 4 %
 　(4,000万円超の部分は1/2 を  　　(4,000円超の部分は1/2 を
 　  総合課税)  　　　総合課税)
 　(8,000万円超の部分は3/4 を  短期　市　 8 %    府　 4 %
 　  総合課税)
 短期
 　　　市  8 %     府  4 %

同            左

府
民
税

 　　　同            左 同            左

 　　　同            左 同            左

税
　
額
　
控
　
除

同            左

 　　　同            左 260,000 円

市
　
民
　
税

 　　　同            左 同            左

 　　　同            左 同            左

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者控除　　　  　 220,000円

 老人配偶者控除　　   230,000円  老人配偶者控除       230,000円

 総所得金額の10% を超える金額  　　　同            左 同            左

総所得金額の5%(5万円超のとき
 　　　同            左 同            左

 １年間の支払い金額の全額  　　　同            左 同            左

 扶養控除           260,000円

 老人扶養控除         230,000円

 同居老親等扶養控除　 260,000円

 同居特別障害者控除　 250,000円

 がいる場合

 　　　同            左  　特別障害　　　260,000 円

 扶養控除             220,000円

240,000 円

 15,000円を超え40,000円以下は

     同            左  　　　同            左

 賦課期日・申告期限

同            左

昭和５６年度 昭和５７年度 昭和５８年度 昭和５９年度
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市民税の税歴（８／２４）

６０．１．１ ６０．３．１５ ６１．１．１ ６１. ３.１５ ６２．１．１ ６２．３．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除　　　   260,000円  配偶者控除　　　   260,000円

 老人配偶者控除     270,000円  老人配偶者控除     270,000円

 　同　　　　左

 老人扶養控除       270,000円  老人扶養控除       270,000円

 同居老親等扶養控除 310,000円  同居老親等扶養控除 310,000円

 同居特別障害者控除 300,000円  同居特別障害者控除 300,000円

 障害者・老年者  納税者本人又は扶養親族に障害者

 寡婦・勤労学生  がいる場合

 　普通障害　　　240,000 円

 　特別障害　　　260,000 円 同            左  　同　　　　左

 老年者か寡婦・寡夫又は勤労学

 生に該当する場合、それぞれ240,000 円

 　生命保険料　  15,000円以下      　　全　額

 15,000円超40,000円以下 1/2+ 7500円

 45,000円超70,000円以下 1/4+17500円 同            左  　同　　　　左

 70,000円を超えたときは 35,000円

 個人年金があるとき 個人年金の3,500 円

 を超える部分を加算( 限度 3,500円)

 　社会保険料　  １年間の支払い金額の全額 同            左  　同　　　　左

 　雑　　　損  総所得金額の10% を超える金額 同            左  　同　　　　左

総所得金額の5%(5万円超のとき 同            左  　同　　　　左

 　医療費　　　 は 5万円) 超過額(限度 200万円）

 　基礎控除　　 260,000 円 同            左  　同　　　　左

 　均等割  　　 2,000 円 同            左  　同　　　　左

 　所得割  　　     20 万円以下の金額  　2.5 %

    20 万円を超える金額  　 3 %

    45 万円    〃      　　     4 %

    70 万円    〃      　　     5 %

    95 万円    〃      　　     6 %

   120 万円    〃      　　    7 %

   220 万円    〃      　　    8 % 同            左  　同　　　　左

   370 万円    〃      　　    9 %

   570 万円    〃      　     10 %

   950 万円    〃      　     11 %

 1,900 万円    〃      　    12 %

 2,900 万円    〃      　    13 %

 4,900 万円    〃      　    14 %

 　均等割  　　              700 円 同            左  　同　　　　左

   150 万円以下の金額      2 % 同            左  　同　　　　左

 　所得割　　　    150 万円を超える金額    4 %

 　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の

2%

 府民税の所得割から配当所得の      同            左  　同　　　　左

0.8%

 課税所得金額が 1,000万円を超え

 る部分は上記率の1/2 で控除する。

 長期  長期

 　摘　　　　要  　〇優良住宅地等の造成のための譲渡  　〇優良住宅地等の造成のための譲渡

 　　  市　 4 %    府　 2 %  　　  市　 4 %    府　 2 %

 　　(4,000円超の部分は      (4,000円超の部分は　市 5 %　府 2.5 % )

 　　　  市 5 %    府 2.5 % )

 　〇特定市街化区域農地等の譲渡  　〇特定市街化区域農地等の譲渡

   　  市 3.4 %    府 1.6 %    　  市　 4 %    府　 2 %

 　　(4,000円超の部分は  　　(4,000円超の部分は　市 5 %    府 2.5 % )

 　　　  市 4 %    府 2 % )

 　〇その他　市 8 %　府 4 %  　〇その他　市 4 %　府 2 %

 　　(4,000円超の部分は1/2 を  　　(4,000円超の部分は1/2 を総合課税)

 　　　総合課税)

 短期　市　 8 %    府　 4 %  短期　市　 8 %    府　 4 %

市
　
民
　
税

府
民
税

税
　
額
　
控
　
除

昭和６０年度 昭和６１年度 昭和６２年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 扶養控除           260,000円  扶養控除           260,000円
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市民税の税歴（９／２４）

６３．１．１ ６３．３．１５ ６４．１．１ 元．３．１５ Ｈ２． １．１ Ｈ２． ３．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除　　　  　　 280,000円  配偶者控除　　　  　　 300,000円

 老人配偶者控除      　 290,000円  老人配偶者控除      　 350,000円

 扶養控除            　 280,000円  扶養控除              300,000円

 老人・特定扶養控除  　 350,000円

 同居老親等扶養控除　　 330,000円  同居老親等扶養控除　　 420,000円

 同居特別障害者控除　　 360,000円  同居特別障害者控除　　 510,000円

 配偶者特別控除  〇配偶者控除あり  〇配偶者控除あり

140,000-(A×14/33+B×3.3×14/33) 300,000 - ( A × 30 / 35 )

 〇配偶者控除なし

 A 給与所得 140,000-(A+B×3.3-330,000)×28/33 300,000-｛(A-350,000)×30/35 ｝

 B 給与所得以外 合計所得金額は　800万円以下が対象  合計所得金額は1,000万円以下が対象

 障害者・老年者  納税者本人又は扶養親族に障害者が  普通障害　　　　 　　260,000 円

 寡婦（夫）・勤  いる場合  特別障害　　　　 　　280,000 円

 労学生  　普通障害　　　　　240,000 円  　普通障害　　　　　240,000 円  老年者控除　　　　　480,000 円

 　特別障害　　　　　260,000 円  　特別障害　　　　　260,000 円  特別寡婦  　　　 　　260,000 円

 納税者が老年者か寡婦（夫）又は勤労学生    老年者控除　　  　480,000 円  寡婦（夫）　　　　   　300,000 円

 に該当する場合、それぞれ240,000円    寡婦（夫）　　　 　　240,000 円  勤労学生　　　     　260,000 円

   勤労学生 　　　  　240,000 円

　生命保険料  15,000円以下のときは全額

 15,000円超40,000円以下 1/2+ 7500

 40,000円超70,000円以下 1/4+17500 同　　　　　　左 同　　　　　　左

 70,000円を超えたときは  35,000 円

　  個人年金があるとき 個人年金の3,500 円

 　　  を超える部分を加算( 限度 3,500円)

 社会保険料  １年間の支払い金額の全額 同　　　　　　左 同　　　　　　左

 　雑　　損  総所得金額の10% を超える金額 同　　　　　　左 同　　　　　　左

　医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは 同　　　　　　左 同　　　　　　左

 10万円) 超過額( 限度 200万円)

 　基礎控除　　  　　　　280,000 円 同　　　　　　左  　　　　300,000 円

 　均等割  　　            2,000 円 同　　　　　　左 同　　　　　　左

 　所得割  　　     60 万円以下の金額  　　　3 %    120 万円以下の金額　　  　3 %

    60 万円を超える金額  　　5 %    120 万円を超える金額　　　8 %

   130 万円    〃      　　　    7 %    500 万円    〃    　　       11 % 同　　　　　　左

   260 万円    〃      　　　    8 %

   460 万円    〃      　　     10 %

   950 万円    〃      　　     11 %

 1,900 万円    〃      　　    12 %

 　均等割  　　              700 円 同　　　　　　左 同　　　　　　左

 　所得割　　　    130 万円以下の金額        2 %    500 万円以下の金額　　  　2 %

   260 万円    〃　　　　　　　  3 %  　500 万円を超える金額　　  4 % 同　　　　　　左

   260 万円を超える金額      4 %

 　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の 2 %

 府民税の所得割から配当所得の0.8% 同　　　　　　左 同　　　　　　左

 課税所得金額が 1,000万円を超える

 部分は上記率の1/2 で控除する。

 長期  長期  長期

 〇優良住宅地等の造成のための譲渡  　〇優良住宅地等の造成のための譲渡  　〇優良住宅地等の造成のための譲渡

           市　 4 %    府　 2 %            市　 4 %    府　 2 %          市　 4 %    府　 2 %

 　　(4,000万円超の部分は、      (S63.3.31までの譲渡で、4,000 万円  　〇特定市街化区域農地等の譲渡

 　　　市　 5 %  　府　2.5 % )      超の部分は、市 5 %  府 2.5 % )          市　 4 %    府　 2 %

 　〇特定市街化区域農地等の譲渡  　〇特定市街化区域農地等の譲渡  　　  (4,000万円超の部分は、

            市　 4 %    府　 2 %           市　 4 %    府　 2 %  　　 　市　 5 %  　府　 2 %  )

 　　(4,000万円超の部分は、  　　(4,000万円超の部分は、  　〇居住用財産の譲渡

 　　　市　 5 %  　府　2.5 % )  　　　市　 5 %  　府　 2 %  )  　    市 2.7 %  　府　1.3 %

 　〇その他　市 4 %　府　2 %  　〇居住用財産の譲渡(S63.4.1以降)  　　(4,000万円超の部分は、

     (4,000万円超の部分は1/2 を  　    市 2.7 %  　府　1.3 %  　　　市 3.4 %  　府　1.6 % )

 　　　総合課税)  　　(4,000万円超の部分は、  　〇その他　市 4 %　府　2 %

 短期  　市　 8 %    府　 4 %  　　　市 3.4 %  　府　1.6 % )  　　(4,000万円超の部分は、

 超短期 (S62.10.1以降の譲渡)  　〇その他　市 4 %　府　2 %  　　　市 5.5 %  　府　  2 % )

   市 11 %   府 4 %  　　(4,000万円超の部分は、  短期  　市　 8 %    府　 4 %

   総合課税  120/100 のいずれか 多い方  　　　市 5.5 %  　府　  2 % )  超短期  市  11 %    府   4 %

 短期  　市　 8 %    府　 4 %    総合課税  120/100 のいずれか 多い方

 超短期  市  11 %    府   4 %  株式等　市 4 %　府　2 %

   総合課税  120/100 のいずれか 多い方  特定支出控除 (給与控除後－特定支
 □特定支出控除の創設  　出額のうち 給与控除後を超える金額)

 　摘　　　　要

納税者本人又は扶養親族に障害者が

いる場合

市
　
民
　
税

府
民
税

税
額
控
除

昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 老人扶養控除        　 290,000円 同　　　　　　左

 〇配偶者控除なし 同　　　　　　左
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 配偶者及び扶養  配偶者・扶養控除  　　　　　　　　 310,000円

 同居老親等扶養控除　　　　　　　　 430,000円  （老人・特定扶養控除

 同居特別障害者控除　　　　　　　　 520,000円

 配偶者特別控除  〇配偶者控除あり

 　 50,000 円未満　  　　　　　　　 310,000円

    50,000 円以上 100,000円未満　　 300,000円

 〇配偶者控除なし

 　400,000 円未満　  　　　　　　　 310,000円

   400,000 円以上 450,000円未満　　 300,000円

 A 配偶者の合計  　450,000 円以上 300,000  － ( A  － 50,000 )

   所得金額  納税者の合計所得金額は、1,000 万円以下が対象

 障害者・老年者  普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円

 寡婦（夫）・勤

 労学生  　老年者控除　　　　　　　　　  　480,000 円

 　特別寡婦  　　　　　　　　　  　300,000 円

 　生命保険料　  15,000円以下のときは全額

 40,000円超　70,000円以下  1/4 + 17,500円

 70,000円を超えたときは35,000円

 個人年金があるときは、

上記と同じ (両方あるときは、合計額)

 　損害保険料　  長期

 　 5,000円以下のときは全額

 　15,000円を超えたときは10,000円

 短期

 　 1,000円以下のときは全額

 　 1,000円超　 3,000円以下  1/2 +    500円

 　 3,000円を超えたときは2,000円

    両方あるときは合計額( 限度額 10,000 円)

 　寄附金　　　

 ( 日本赤十字社も対象 )

 　社会保険料　

 　雑　　　損

 　医療費　　　

 ( 限度額は、2,000,000 円)

 　基礎控除　　

 　均等割  　　

 　所得割  　　      160 万円以下の金額　　　　  　  3 %

     550 万円    　〃  　　　　　　     11 %

 　均等割  　　

 　所得割　　　

 　　550 万円を超える金額　　         4 %

 　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の 2 %

 課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率

 の1/2 で控除する。

 長期

 　〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市 4 %　府 2 %

 　〇特定市街化区域農地等の譲渡　市 4 %　府 2 %

 　〇居住用財産の譲渡  市 2.7 %  　府　1.3 %

 　〇その他　市 4 %　府　2 %

 〇その他

 　　市 6 %　　府　3 %

 株式等　市 4 %　府　2 %  □平成６年度限り所得割の

 　20 %(20 万円限度) を減

 　税

 超短期  市  11 %    府   4 %　  　又は 市 3.4 %　府 1.6 % 市 5.8 %　府 2.2 %

総合課税  120/100 のいずれか 多い方

 　　(4,000万円超の部分は、市 5.5 %　府　2 %)  〇優良住宅地等の  〇特定市街化区域

 短期  　市　 8 %    府　 4 %  　造成のための譲渡  　農地等の譲渡

　　　　(4,000万円超の部分は、市 3.4 %　府　1.6 %)

同  　　　　左 同　　    　　左

税
額
控
除

 府民税の所得割から配当所得の0.8% 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

 　摘　　　　要

(4,000万円超の部分は、市 5 %　府 2 % ) 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

府
民
税

700 円 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

   　550 万円以下の金額　　  　　　　2 % 同  　　　　左

同  　　　　左 同　　    　　左

市
民
税

                   2,000 円 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

     160 万円を超える金額　　　　  　8 % 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

同　　    　　左

 総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

同　　    　　左

 15,000円超　40,000円以下  1/2 +  7,500円 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

 　 5,000円超　15,000円以下  1/2 +  2,500円 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

都道府県共同募金会に寄附を行った金額又は総所得 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

金額の25% のいずれか 少ない方の金額 - 100,000 円

同　　    　　左

平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度

同　　    　　左

390,000円）

   100,000 円以上 300,000  － ( A  － 50,000 ) 同  　　　　左 同  　　　　左 同　　    　　左

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 老人配偶者・老人・特定扶養控除　　　 360,000円 同  　　　　左 同  　　　　左

 　特別障害　　　　　　　　　　　　280,000 円 同  　　　　左 同  　　　　左

 １年間の支払い金額の全額 同  　　　　左 同  　　　　左

 総所得金額の10% を超える金額 同  　　　　左 同  　　　　左

 　　　　　　　　310,000 円 同  　　　　左
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 配偶者及び扶養  配偶者・扶養控除  　　　　　　　　　　 330,000円

 老人配偶者・老人扶養控除  　　　　 380,000円

 　　　同  　　　　左

 同居老親等扶養控除　　　　　　　　 450,000円

 同居特別障害者控除　　　　　　　　 540,000円

 配偶者特別控除  〇配偶者控除あり

  100,000円未満　　　 330,000円

  100,000円以上330,000-(A-50,000)

 　　　同  　　　　左

 　450,000 円未満　　 330,000円

   450,000 円以上 750,000円未満

 　　　　　　380,000-(A-380,000)

 　 750,000円以上 760,000円未満

 　　　　　　　　　　　30,000円

 A 配偶者の合計  納税者の合計所得金額は、

   所得金額  　　　　　1,000 万円以下が対象

 障害者・老年者  普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　　　260,000 円

 寡婦（夫）・勤  　　　同  　　　　左

 労学生  　老年者控除　　　　　　　　　  　　　480,000 円

 　特別寡婦  　　　　　　　　　  　　　300,000 円

 　生命保険料　  15,000円以下のときは全額

 15,000円超　40,000円以下  1/2 +  7,500円

 　　　同  　　　　左

 70,000円を超えたときは35,000円

 個人年金があるときは、 上記と同じ (両方あるときは、合計額)

 　損害保険料　  長期

 　 5,000円以下のときは全額

 　 5,000円超　15,000円以下  1/2 +  2,500円

 　15,000円を超えたときは10,000円

 　　　同  　　　　左

 　 1,000円以下のときは全額

 　 1,000円超　 3,000円以下  1/2 + 500円

 　 3,000円を超えたときは2,000円

 　両方あるときは、合計額(限度額 10,000 円)

 　寄附金　　　  　　　同  　　　　左

 　社会保険料　  　　　同  　　　　左

 　雑　　　損  　　　同  　　　　左

 　医療費　　　  　　　同  　　　　左

 ( 限度額は、2,000,000 円)

 　基礎控除　　  　　　同  　　　　左

 　均等割  　　  　　　同  　　　　左

 　所得割  　　      200 万円以下の金額　　　　  　　　3 %  　200 万円　以下の金額　   3 %

 　200 万円　を超える金額　 8 %

     700 万円  　  　〃  　　　　　  　　 11 %  　700 万円　  　〃  　  　    12 %

 　均等割  　　  　　　同  　　　　左

 　所得割　　　  　700 万円　以下の金額　   2 %

 　　700 万円を超える金額　　      　　4 %  　700 万円　を超える金額　 3 %

 　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の 2 %

 　　　同  　　　　左

 課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2

 で控除する。

 長期

 　〇優良住宅地等の造成のための譲渡

 　　　　　市 3.4 %  　　府　1.6 %

 　　　同  　　　　左

 　〇その他　市 6 %　府　3 %

 〇その他

 　 4,000万円以下

       市  4 %   　　府 2 %

 　 4,000万円超える

        8,000万円　　以下

       市 5.5 %  　　府 2 %

 　 8,000万円超える

       市  6 %   　　府 3 %

 □平成８年度限り所得割の１５％

 □平成７年度限り所得割の15 %(2万円限度) を減税  　（２万円限度) を減税

 超短期  市  11 %    府   4 %　  　又は          市 5.5 %  　府 2 %

   　　　総合課税  120/100 のいずれか 多い方  　　 4,000万円超える

 株式等　市 4 %　府　2 %  　      市  6 %   　府 3 %

 短期  　市　 8 %    府　 4 %    　 4,000万円以下

府
民
税

                     700 円  　　　　　1,000 円

   　700 万円以下の金額　　  　　　　　2 %  　　　　同  　　　　左

税
額
控
除

 府民税の所得割から配当所得の0.8%  　　　　同  　　　　左

 　摘　　　　要

 　〇居住用財産の譲渡  　　市 2.7 %  　府　1.3 %  　　　　同  　　　　左

(6,000万円超の部分は、市 3.4 %　　府　1.6 %)

 〇その他

 総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額  　　　　同  　　　　左

 　　　　　　　　330,000 円  　　　　同  　　　　左

市
民
税

                   2,000 円  　　　　　2,500 円

     200 万円を超える金額　　　　  　　8 %  　　　　同  　　　　左

 総所得金額の10% を超える金額  　　　　同  　　　　左

 納税者の合計所得金額は、1,000 万円以下が対象

 　特別障害　　　　　　　　　　　　　　280,000 円  　　　　同  　　　　左

 40,000円超　70,000円以下  1/4 + 17,500円  　　　　同  　　　　左

 短期  　　　　同  　　　　左

地方公共団体・共同募金会・日本赤十字社に支払った金額又は 　　　　同  　　　　左

総所得金額の25% のいずれか 少ない方の金額 - 100,000 円

 １年間の支払い金額の全額  　　　　同  　　　　左

 　450,000 円以上　　 300,000  － ( A  － 50,000 )

平成７年度 平成８年度 平成９年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
　
得
　
　
　
　
　
控
　
　
　
　
　
除

 特定扶養控除        　　　　　　　　　 410,000円  　　　　同  　　　　左

 〇配偶者控除あり

 　 50,000 円未満　　　  　　　　　　　 330,000円

    50,000 円以上　　 100,000円未満　　 300,000円

   100,000 円以上　　 300,000  － ( A  － 50,000 )  〇配偶者控除なし

 〇配偶者控除なし

 　400,000 円未満　　　  　　　　　　　 330,000円

   400,000 円以上　　 450,000円未満　　 300,000円
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 配偶者及び扶養  配偶者・扶養控除  　　　　　　　　 330,000円

 老人配偶者・老人扶養控除  　　 380,000円

 特定扶養控除        　　　　 　　　 430,000円

 同居老親等扶養控除　　 　　　　 450,000円

 同居特別障害者控除　　 　　　　 560,000円

 配偶者特別控除  〇配偶者控除あり

 　100,000 円未満　  　　　　　　　　　 330,000円

   100,000 円以上 330,000  － ( A  － 50,000 )

 　　　　　　同    　　　　　左

 　450,000 円未満　  　　　　　　　　　 330,000円

   450,000 円以上 750,000円未満

 　　　　　　　　 380,000  － ( A  －380,000 )

 　750,000 円以上 760,000円未満　　　　  30,000円

 A 配偶者の合計

   所得金額  納税者の合計所得金額は、1,000 万円以下が対象

 障害者・老年者  普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円

 寡婦（夫）・勤  　特別障害　　　　　　　　　　　　300,000 円

 労学生  　老年者控除　　　　　　　　　  　480,000 円

 　特別寡婦  　　　　　　　　　  　300,000 円

 　生命保険料　  15,000円以下のときは全額

 15,000円超　40,000円以下  1/2 +  7,500円

 　　　　　　同    　　　　　左

 70,000円を超えたときは35,000円

 個人年金があるときは上記と同じ (両方あるときは合計額)

 　損害保険料　  長期

 　 5,000円以下のときは全額

 　 5,000円超　15,000円以下  1/2 +  2,500円

 　15,000円を超えたときは10,000円

 　　　　　　同    　　　　　左

 　 1,000円以下のときは全額

 　 1,000円超　 3,000円以下  1/2 +  500円

 　 3,000円を超えたときは2,000円

  　両方あるときは、合計額 (限度額 10,000 円)

 　寄附金　　　  　　　　　　同    　　　　　左

 　社会保険料　  　　　　　　同    　　　　　左

 　雑　　　損  　　　　　　同    　　　　　左

 　医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額

 　　　　　　同    　　　　　左

 　基礎控除　　  　　　　　　同    　　　　　左

 　均等割  　　  　　　　　　同    　　　　　左

 　所得割  　　      200 万円以下の金額　　　　　  　3 %

     200 万円を超える金額　　　　　　8 %

     700 万円    　〃  　　　　　　     10 %

 　均等割  　　  　　　　　　同    　　　　　左

 　所得割　　　    　700 万円以下の金額　　  　　　　2 %

 　　700 万円を超える金額　　        3 %

 　配当控除　　  市民税の所得割から配当所得の 2 %

 　　　　　　同    　　　　　左

 課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2 で

 控除する。

 長期

 　〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市 3.4 %　府　1.6 %

 　〇居住用財産の譲渡  市 2.7 %  　府　1.3 %

 　　　　　　同    　　　　　左

 　〇その他

 　　 4,000万円以下　　市 4 %　府　2 %

 　　 4,000万円を超え 8,000万円以下　市 5.5% 府　2 %

 　　 8,000万円を超える　市 6 %  府　3 %

 　〇短期　　　市 8 %    府　4 %

 〇土地等の事業短期及び超短期課税の廃止

 　　　　　　　総合課税  120 / 100 のいずれか多い方

 　〇株式等　　市 4 %  府　2 %

 □平成11年度特別減税

 　　所得割の１５％（４万円限度) を減税納税義務者　17,000円　扶養親族 1人 8,500円を減税 

税
額
控
除

 府民税の所得割から配当所得の0.8%

 　摘　　　　要

 　　　(6,000万円超の部分は、市 3.4 %　府　1.6 %)

 　〇超短期　　市 11%    府　4 % 　又は

 □平成10年度限り

府
民
税

                   1,000 円

   　700 万円以下の金額　　  　　　　　 　2 %

 　　700 万円を超える金額　　　　　　　   4 %

地方公共団体・共同募金会・日本赤十字社に支払った金額又は

総所得金額の25% のいずれか 少ない方の金額 - 100,000 円

 １年間の支払い金額の全額

 総所得金額の10% を超える金額

 ( 限度額は、2,000,000 円)

 　　　　　　　　330,000 円

市
民
税

                 　2,500 円

     200 万円以下の金額　　　　　  　　　3 %

     200 万円を超える金額　　　　　　　　8 %

     700 万円    　〃  　　　　　　  　 　  11 %

 短期

平成１０年度 平成１１年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者・扶養控除  　　　　　　　　　　 330,000円

 老人配偶者・老人扶養控除  　　　　 380,000円

 特定扶養控除        　　　　　　　　　 410,000円

 同居老親等扶養控除　　　　　　　　 450,000円

 同居特別障害者控除　　　　　　　　 540,000円

 〇配偶者控除なし

 普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　　　260,000 円

 　特別障害　　　　　　　　　 　      280,000 円

 　老年者控除　　　　　　　　　  　   480,000 円

 　特別寡婦  　　　　　　　　　       300,000 円

 40,000円超　70,000円以下  1/4 + 17,500円
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市民税の税歴（１３／２４）

   Ｈ１２．１．１ Ｈ１２．３．１５ Ｈ１３．１．１ Ｈ１３．３．１５ Ｈ１４．１．１ Ｈ１４．３．１５

 配偶者及び扶養

 配偶者特別控除

 A 配偶者の合計

   所得金額

 障害者・老年者

 寡婦（夫）・勤

 労学生

 　生命保険料　

 　損害保険料　

 　寄附金　　　

 　社会保険料　

 　雑　　　損

 　医療費　　　

 　基礎控除　　

 　均等割  　　

 　所得割  　　

 　均等割  　　

 　所得割　　　

 　配当控除　　

 　　　　　総合課税  120 / 100 のいずれか多い方

 □定率控除  □定率控除 35万円×家族数＋加算36万円

 　　所得割額の１５％　（４０，０００円限度額）  　　所得割額の１５％　（４０，０００円限度額）

 　〇超短期　　市 11%    府　4 % 　又は  　        総合課税  110 / 100 のいずれか多い方 ・均等割

35万円×家族数＋加算24万円

 　〇株式等　　市 4 %  府　2 %  　〇株式等　　市 4 %  府　2 % ・所得割

 　〇その他　　　　　　市 4 %　府　2 %  　〇その他　　　　　　市 4 %　府　2 %

 　〇短期　　　市 8 %    府　4 %  　〇短期　　　市 9 %    府　3 % 　又は ○非課税限度額

 1/2 で控除する。

 長期  長期

同左

同左

 　摘　　　　要  　〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市 3.4% 府1.6%  　〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市 3.4 %府1.6 %

 　〇居住用財産の譲渡  市 2.7 %  　府　1.3 %  　〇居住用財産の譲渡  市 2.7 %  　府　1.3 %

(6,000万円超の部分は、市 3.4 %　府　1.6 %) 

税
 

額
 

控
 

除

 利益の配当等

同左

 市民税の所得割から配当所得の 2 %　府民税 0.8 %

 外貨建証券投資信託以外

 市民税の所得割から配当所得の 1 %　府民税 0.4 %

 外貨建証券投資信託

 市民税の所得割から配当所得の0.5%　府民税 0.2 %

 課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の

(6,000万円超の部分は、市 3.4 %　府　1.6 %)

府
民
税

                   1,000 円 同左 同左

同左 同左   　700 万円以下の金額　　  　　　  　　 2 %

 　　700 万円を超える金額　　        　   3 %

市
民
税

                 　2,500 円 同左 同左

     200 万円以下の金額　　　　　  　　　3 %

同左 同左     200 万円超　700 万円以下　　 　　 8 %

     700 万円を超える金額　　　　　  　 10 %

 総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額
同左 同左

 ( 限度額は、2,000,000 円)

 　　　　　　　　330,000 円 同左 同左

 １年間の支払い金額の全額 同左 同左

 総所得金額の10% を超える金額 同左 同左

 　 1,000円超　 3,000円以下  1/2 +  500円

 　 3,000円を超えたときは2,000円

   両方あるときは、合計額(限度額 10,000 円)

地方公共団体・共同募金会・日本赤十字社に支払った金額又は
同左 同左

総所得金額の25% のいずれか 少ない方の金額 - 100,000 円

 70,000円を超えたときは35,000円

 個人年金があるときは、 上記と同じ (両方あるときは、合計額)

 長期

同左 同左

 　 5,000円以下のときは全額

 　 5,000円超　15,000円以下  1/2 +  2,500円

 　15,000円を超えたときは10,000円

 短期

 　 1,000円以下のときは全額

 　老年者控除　　　　　　　　　  　480,000 円

 　特別寡婦  　　　　　　　　　  　300,000 円

 15,000円以下のときは全額

同左 同左

 15,000円超　40,000円以下  1/2 +  7,500円

 40,000円超　70,000円以下  1/4 + 17,500円

同左

 〇配偶者控除あり

 　100,000 円未満　  　　　　　　　 330,000円

   100,000 円以上 330,000－ ( A  － 50,000 )

 〇配偶者控除なし

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者・扶養控除  　　　　　　　　 330,000円

同左 同左

 老人配偶者・老人扶養控除  　　 380,000円

 特定扶養控除        　　　　　 　　 450,000円

 　450,000 円未満　  　　　　　　　 330,000円

 　450,000 円以上 750,000円未満

   　　　　　　　 380,000－ ( A  － 380,000)

 　750,000 円以上 760,000円未満　　  30,000円

 納税者の合計所得金額は、1,000 万円以下が対象

同左

 同居老親等扶養控除　　　　  　　 450,000円

 同居特別障害者控除　　　　  　　 560,000円

 同居特別障害者老人控除　　　　 610,000円

 同居特別障害者特定扶養控除　 680,000円

同左

同左

 普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円

 　特別障害　　　　　　　　　　　　300,000 円
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市民税の税歴（１４／２４）

Ｈ１５．１．１ Ｈ１５．３．１７ Ｈ１６．１．１ Ｈ１６．３．１５ Ｈ１７．１．１ Ｈ１７．３．１５

 配偶者及び扶養

 配偶者特別控除

 A 配偶者の合計

   所得金額

 障害者・老年者

 寡婦（夫）・勤

 労学生

 　生命保険料　

 (両方あるときは、合計額)

 　損害保険料　

 　寄附金　　　

 　社会保険料　

 　雑　　　損

 　医療費　　　

 　基礎控除　　

 　均等割  　　

 　所得割  　　

 　均等割  　　

 　所得割　　　

 　配当控除　　

　　　市 3.4 %　　府1.6 % 　　　　市 2.7 %　　府1.3 %

 　〇その他　　　　　市 3.4 %　府　1.6 %

 　〇短期　　　　　　市 6 %    府　3 % 　

・均等割　35万円×家族数＋加算22万円

・所得割
35万円×家族数＋加算36万円

 　　所得割額の１５％　（４０，０００円限度額）  　　所得割額の１５％　（４０，０００円限度額）

○非課税限度額
・均等割

35万円×家族数＋加算24万円

 　〇株式等　　　　　市 2 %  府　1 %（上場分）

 　〇株式等　　市 4 %  府　2 % ・所得割　35万円×家族数＋加算35万円  　　　　　　　　　　　　 市 3.4 %  府　1.6 %（非公開分）

 □定率控除  □定率控除

 　〇その他　　　　　　市 4 %　府　2 %  　　　市 4 %  府　2 %　（未公開分） 　　　(6,000万円超の部分は、市 3.4 %　府　1.6 %)

 　〇短期　　　市 9 %    府　3 % 　又は

 　        総合課税  110 / 100 のいずれか多い方 ○非課税限度額

税
　
額
　
控
　
除

 利益の配当等

 　〇居住用財産の譲渡  市 2.7 %  　府　1.3 % 〇株式等　　 　　　　(2000万円超の部分は、市 3.4 %府1.6 %）

　　　(6,000万円超の部分は、市 3.4 %　府　1.6 %)  　　　市 2 %  府　1 %　（上場分）  　〇居住用財産の譲渡  市 2.7 %  　府　1.3 %

 長期  長期

 　摘　　　　要  　〇優良住宅地等の造成のための譲渡　  　〇優良住宅地等の造成のための譲渡　

同左 同左

 市民税の所得割から配当所得の 2 %　府民税 0.8 %

 外貨建等証券投資信託以外

 市民税の所得割から配当所得の 1 %　府民税 0.4 %

 外貨建等証券投資信託

 市民税の所得割から配当所得の0.5%　府民税 0.2 %

 課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率

の 1/2 で控除する。

     200 万円超　700 万円以下　　 　　 8 %

     700 万円を超える金額　　　　　  　 10 %

府
民
税

                   1,000 円 同左 同左

同左 同左   　700 万円以下の金額　　  　　　  　　 2 %

 　　700 万円を超える金額　　        　   3 %

 　　　　　　　　330,000 円 同左 同左

市
民
税

                 　2,500 円 3,000 円 同左

     200 万円以下の金額　　　　　  　　　3 %

同左 同左

 総所得金額の10% を超える金額 同左 同左

 総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額
同左 同左

 ( 限度額は、2,000,000 円)

   両方あるときは、合計額(限度額 10,000 円)

地方公共団体・共同募金会・日本赤十字社に支払った金額又は
同左 同左

総所得金額の25% のいずれか 少ない方の金額 - 100,000 円

 １年間の支払い金額の全額 同左 同左

 　特別寡婦  　　　　　　　　　  　300,000 円

 長期

同左 同左

 　 5,000円以下のときは全額

 　 5,000円超　15,000円以下  1/2 +  2,500円

 　15,000円を超えたときは10,000円

 短期

 　 1,000円以下のときは全額

 　 1,000円超　 3,000円以下  1/2 +  500円

 　 3,000円を超えたときは2,000円

平成１５年度 平成１６年度

○配偶者控除を適用された場合の
　

　上乗せ分の配偶者特別控除は廃止

 〇配偶者控除あり

 　100,000 円未満　  　　　　　　　 330,000円

   100,000 円以上 330,000－ ( A  － 50,000 )

 〇配偶者控除なし

 　450,000 円未満　  　　　　　　　 330,000円

 　450,000 円以上 750,000円未満

   　　　　　　　 380,000－ ( A  － 380,000)

 　750,000 円以上 760,000円未満　　  30,000円

 納税者の合計所得金額は、1,000 万円以下が対象

平成１７年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者・扶養控除  　　　　　　　　　 330,000円

同左 同左

 老人配偶者・老人扶養控除  　　　 380,000円

 特定扶養控除        　　　　　　　　　 450,000円

 同居老親等扶養控除　　　　　　　　 450,000円

 同居特別障害者控除　　　　　　　　 560,000円

 同居特別障害者老人控除　　　　　 610,000円

 同居特別障害者特定扶養控除　　 680,000円

同左

 15,000円以下のときは全額

同左 同左

 15,000円超　40,000円以下  1/2 +  7,500円

 40,000円超　70,000円以下  1/4 + 17,500円

 70,000円を超えたときは35,000円

 個人年金があるときは、 上記と同じ

同左 同左

 普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円

 　特別障害　　　　　　　　　　　　300,000 円

 　老年者控除　　　　　　　　　  　480,000 円

－49－



市民税の税歴（１５／２４）

   Ｈ１８．１．１ Ｈ１８．３．１５    Ｈ１９．１．１ Ｈ１９．３．１５

 配偶者及び扶養

 配偶者特別控除

 A 配偶者の合計

   所得金額

 障害者

 寡婦（夫）

 勤労学生

 　生命保険料　

 　損害保険料　

 　寄附金　　　

 　社会保険料　

 　雑　　　損

 　医療費　　　

 　基礎控除　　

 　均等割  　　

 　所得割  　　

 　均等割  　　

 　所得割　　　

 　配当控除　　

（＊）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用 （＊）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（＊）加算32万円 ・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（＊）加算32万円

・65歳以上の者に対する125万の非課税措置廃止

○非課税限度額 ○非課税限度額
・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（＊）加算21万円 ・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（＊）加算21万円

 　　　　　　　　　　　 市3.4 % 府1.6 %（非公開分）  　　　　　　　　　　　 市3.0 % 府2.0 %（非公開分）

□定率控除 □定率控除

  所得割額の7.5％　（２０，０００円限度額） 　廃止

〇その他　　　   　     市3.4 % 府1.6 % 〇その他　　　   　     市3.0 % 府2.0 %

〇短期　　　   　　     市6.0 % 府3.0 % 〇短期　　　   　　     市6.4 % 府3.6 %

〇株式等　　　　　      市2.0 % 府1.0 %（上場分） 〇株式等　　　　　      市1.8 % 府1.2 %（上場分）

　　　　　(2,000万円超の部分は、市3.4 %   府1.6 %） 　　　　　(2,000万円超の部分は、市3.0 %  府1.0 %）

〇居住用財産の譲渡                市2.7 % 府1.3 % 〇居住用財産の譲渡                市2.4 % 府1.6 %

　　　　　(6,000万円超の部分は、市3.4 % 　府1.6 %) 　　　　　(6,000万円超の部分は、市3.0 % 　府1.0 %)

所得税から住民税への税源移譲
 　摘　　　　要  長期  長期

〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.7 % 府1.3 % 〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.4 % 府1.6 %

 外貨建等証券投資信託

 市民税の所得割から配当所得の0.5%　府民税 0.2 %  市民税の所得割から配当所得の 0.4%   府民税 0.3 %

 課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率  課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2で控除

の 1/2 で控除する。  する。

税
　
額
　
控
　
除

 利益の配当等  利益の配当等

 市民税の所得割から配当所得の 2 %　府民税 0.8 %  市民税の所得割から配当所得の 1.6 %　府民税 1.2 %

 外貨建等証券投資信託以外  外貨建等証券投資信託以外

 市民税の所得割から配当所得の 1 %　府民税 0.4 %  市民税の所得割から配当所得の 0.8 %　府民税 0.6 %

 外貨建等証券投資信託

府
民
税

                   1,000 円 同　　　　　　　　左

   　700 万円以下の金額　　  　　　　　　2 % 　　４％(一律)

 　　700 万円を超える金額　　       　   3 %

市
民
税

                 　3,000 円 同　　　　　　　　左

     200 万円以下の金額　　　　　  　　　3 %

     200 万円超　700 万円以下　　  　　　8 % 　　６％(一律)

     700 万円を超える金額　　　　　  　 10 %

 総所得金額の10% を超える金額 同　　　　　　　　左

 総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額 同　　　　　　　　左

 ( 限度額は、2,000,000 円)

 　　　　　　　　330,000 円 同　　　　　　　　左

地方公共団体・共同募金会・日本赤十字社に支払った金額又は

総所得金額の25% のいずれか 少ない方の金額 - 100,000 円 同　　　　　　　　左

 １年間の支払い金額の全額 同　　　　　　　　左

 　 1,000円超　 3,000円以下  1/2 +    500円

 　 3,000円を超えたときは2,000円

  　両方あるときは、合計額(限度額 10,000 円)

 　15,000円を超えたときは10,000円

 短期 同　　　　　　　　左

 　 1,000円以下のときは全額

 長期

 　 5,000円以下のときは全額

 　 5,000円超　15,000円以下  1/2 +  2,500円

 40,000円超　70,000円以下  1/4 + 17,500円 同　　　　　　　　左

 70,000円を超えたときは35,000円

 個人年金があるときは、 上記と同じ (両方あるときは、合計額)

 15,000円超　40,000円以下  1/2 +  7,500円

 納税者の合計所得金額は、1,000 万円以下が対象

 普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円 同　　　　　　　　左

 　特別障害　　　　　　　　　　　　300,000 円

 〇配偶者控除なし

 　450,000 円未満　  　　　　　　　 330,000円

 　特別寡婦  　　　　　　　　　  　300,000 円

 15,000円以下のときは全額

 同居老親等扶養控除　　　　　　　 450,000円 同　　　　　　　　左

 同居特別障害者控除　　　　　　　 560,000円

 同居特別障害者老人控除　　　　 610,000円

平成１８年度 平成１９年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者・扶養控除  　　　　　　　　 330,000円

 老人配偶者・老人扶養控除  　　 380,000円

 特定扶養控除        　　　　　　 　 450,000円

 　450,000 円以上 750,000円未満 同　　　　　　　　左

   　　　　　　　 380,000－ ( A  － 380,000)

 　750,000 円以上 760,000円未満　　  30,000円

 同居特別障害者特定扶養控除　 680,000円
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市民税の税歴（１６／２４）

   Ｈ２０．１．１ Ｈ２０．３．１７    Ｈ２１．１．１ Ｈ２１．３．１６    Ｈ２２．１．１ Ｈ２２．３．１６

  配偶者及び扶養

 配偶者特別控除

 A 配偶者の合計

 所得金額

 障害者

 寡婦（夫）

 勤労学生

 生命保険料　

 地震保険料　

 寄附金　　　

金額又は総所得金額の25% のいずれか 

 社会保険料　

 雑　　　損

 医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額

 基礎控除　　

 　市民税均等割

 　市民税所得割

 　府民税均等割

 　府民税所得割

 　配当控除　　  利益の配当等

 市民税の所得割から配当所得の1.6% 府民税1.2 %

 外貨建等証券投資信託以外

 市民税の所得割から配当所得の0.8 % 府民税0.6 %

 外貨建等証券投資信託

 市民税の所得割から配当所得の0.4% 府民税0.3 %

 課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の

 1/2で控除する。

 住宅借入金等 所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額と 所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額と

 特別控除 税源移譲前の税率で算出した前年分の所得税額の 税源移譲前の税率で算出した前年分の所得税額

 (住宅ローン控除）

差し引いた金額 差し引いた金額及び所得税の住宅ローン控除可

能額のうち及び所得税の住宅ローン控除可能額

のうち所得税において控除しきれなかった額、又

は所得税の課税総所得金額等の額に100分の5

を乗じて得た金額（9.75万円を超えるときは

9.75万円）のいずれか小さい額を個人住民税から

差し引いた金額

 寄附金税額控除 ・地方公共団体(ふるさと納税)

 5,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せ

て全額を税額控除

・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部

 5,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除

(上記のどちらも総所得金額等の30％が限度)

　　　(2,000万円超の部分は、市3.0 %  府2.0 %）

〇居住用財産の譲渡              市2.4 % 府1.6 %

　　　(6,000万円超の部分は、市3.0 % 　府2.0 %)

〇その他　　　   　 市3.0 % 府2.0 %

〇短期　　　   　　 市5.4 % 府3.6 %

〇株式等　　　　　  市1.8 % 府1.2 %（上場分）

 　　　　　　　　　 市3.0 % 府2.0 %（非公開分）

（＊）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

同　　　　　　　　左

○非課税限度額
・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（＊）加算21万円
・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（＊）加算32万円

同　　　　　　　　左

税源移譲に伴う年度間の所得変動にかかる

 　摘　　　　要 平成19年度市･府民税の減額措置

 長期

〇優良住宅地等の造成のための譲渡 市2.4 % 府1.6 %

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

少ない方の金額から税源移譲後の所得税額を の少ない方の金額から税源移譲後の所得税額を

同　　　　　　　　左

330,000 円 同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

税
　
率

3,000 円

同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左
６％(一律)

1,000 円

４％(一律)

 ( 限度額は、2,000,000 円)

(税額控除に改組) 同　　　　　　　　左

少ない方の金額 - 100,000 円

 １年間の支払い金額の全額 同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

 総所得金額の10% を超える金額 同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

 旧長期損害保険料

 　 5,000円以下のときは全額

 　 5,000円超　15,000円以下  1/2 +  2,500円

 　15,000円を超えたときは10,000円 同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

 地震保険料

 　 50,000円以下　1/2

 　50,000円を超えたときは25,000円

 両方あるときは、合計額(限度額 25,000 円)

地方公共団体・共同募金会・日本赤十字社に支払った

 　750,000 円以上 760,000円未満　　  30,000円

 個人年金があるときは、 上記と同じ (両方あるときは、合計額)

 普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円 同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

 　特別障害　　　　　　　　　　　　300,000 円

 　特別寡婦  　　　　　　　　　  　300,000 円

 15,000円以下のときは全額

 15,000円超　40,000円以下  1/2 +  7,500円

 40,000円超　70,000円以下  1/4 + 17,500円 同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

 70,000円を超えたときは35,000円

 　450,000 円未満　  　　　　　　　 330,000円

 　450,000 円以上 750,000円未満 同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

   　　　　　　　 380,000－ ( A  － 380,000)

平成２０年度 平成２1年度 平成２２年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者・扶養控除  　　　　　　　　 330,000円

 老人配偶者・老人扶養控除   　　 380,000円

 特定扶養控除        　　　　　  　　 450,000円 同　　　　　　　　左 同　　　　　　　　左

 納税者の合計所得金額は、1,000 万円以下が対象

 同居老親等扶養控除　　　　　　　 450,000円

 同居特別障害者控除　　　　　　　 560,000円

 同居特別障害者老人控除　　　　 610,000円

 同居特別障害者特定扶養控除　 680,000円

 〇配偶者控除なし
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市民税の税歴（１７／２４）

   Ｈ２３．１．１ Ｈ２３．３．１５    Ｈ２４．１．１ Ｈ２４．３．１５

 配偶者及び扶養

 特定扶養控除        　　　　　  　　 450,000円

 同居老親等扶養控除　　　　　　　 450,000円

 同居特別障害者控除　　　　　　　 560,000円  同居老親等扶養控除　　　　　　　 450,000円

 同居特別障害者老人控除　　　　 610,000円

 同居特別障害者特定扶養控除　 680,000円

 配偶者特別控除  〇配偶者控除との同時適用なし

 　450,000 円未満　  　　　　　　　 330,000円

 　450,000 円以上 750,000円未満

   　　　　　　　 380,000－ ( A  － 380,000)

 A… 配偶者の合計  　750,000 円以上 760,000円未満　　  30,000円

 所得金額  納税者の合計所得金額は1,000 万円以下が対象

 障害者  普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円  普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円

 寡婦（夫）  特別障害　　　　　　　　　　　　　　　 300,000 円  特別障害　　　　　　　 　　　　　　　　300,000 円

 勤労学生  特別寡婦  　　　　　 　　　　  　　　　300,000 円  同居特別障害　　　　　　　　　　　　 530,000 円

 特別寡婦  　　　　　　　　　　　　  　 300,000 円

 生命保険料　

 地震保険料　

 社会保険料　

 雑　　　損

 医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額

 基礎控除　　

 市民税均等割

 市民税所得割

 府民税均等割

 府民税所得割

 配当控除　　  利益の配当等

 　市民税の所得割から配当所得の1.6％（府民税1.2％）

 外貨建等証券投資信託以外

 　市民税の所得割から配当所得の0.8％（府民税0.6％）

 外貨建等証券投資信託

 　市民税の所得割から配当所得の0.4％（府民税0.3％）

 　課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の

　1/2で控除する。

 住宅借入金等  所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額と

 特別控除  税源移譲前の税率で算出した前年分の所得税額の

 (住宅ローン控除）

 差し引いた金額及び所得税の住宅ローン控除可能額

 のうち所得税において控除しきれなかった額、又は

 所得税の課税総所得金額等の額に100分の5を

 乗じて得た金額（9.75万円を超えるときは9.75万円）

 のいずれか小さい額を個人住民税から差し引いた金額

 寄附金税額控除 ・地方公共団体(ふるさと納税) ・地方公共団体(ふるさと納税)

 5,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せ  2,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せ

て全額を税額控除 て全額を税額控除

・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部 ・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部

 5,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除  2,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除

(上記のどちらも総所得金額等の30％が限度) (上記のどちらも総所得金額等の30％が限度)

　　　　(2,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％）

〇居住用財産の譲渡       　　　　        市2.4％　府1.6％

　　　　(6,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％)

〇その他　　　　市3.0％　府2.0％

〇短期　　　　　 市5.4％　府3.6％

〇株式等　　　　市1.8％　府1.2％（上場分）

 　　　　　　　　　 市3.0％　府2.0％（非公開分）

（*）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

○ ０歳～15歳の扶養控除の廃止

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

同左

 少ない方の金額から税源移譲後の所得税額を

同左

 長期

 　摘　　　　要 〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.4％　府1.6％

同左

○非課税限度額

・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算21万円

・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算32万円

同左
 ( 限度額は2,000,000円)

330,000 円 同左

税
　
率

3,000 円

６％(一律)
同左

1,000 円

４％(一律)

 総所得金額の10% を超える金額 同左

 個人年金があるときは上記と同じ (両方あるときは合計額)

 旧長期損害保険料

 　 5,000円以下　　全額

 　 5,000円超　　　15,000円以下  1/2 ＋  2,500円

 　15,000円を超えたときは10,000円
同左

 地震保険料

 　 50,000円以下　1/2

  　50,000円を超えたときは25,000円

  旧長期、地震保険料のどちらもあるときは合計額(限度額 25,000 円)

 １年間の支払い金額の全額 同左

 70,000円を超えたときは35,000円

平成２３年度 平成２４年度

 賦課期日・申告期限

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

 配偶者・扶養控除  　　　　　　　　 330,000円  配偶者・扶養控除  　　　 　　　　　 330,000円

 老人配偶者・老人扶養控除   　　 380,000円  老人配偶者・老人扶養控除   　　 380,000円

 特定扶養控除（16歳～18歳）   　 330,000円

 特定扶養控除（19歳～22歳） 　　 450,000円

同左

 15,000円以下のときは全額

 15,000円超　40,000円以下  1/2 +  7,500円

 40,000円超　70,000円以下  1/4 + 17,500円 同左
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市民税の税歴（１８／２４）

 賦課期日・申告期限    Ｈ２５．１．１ Ｈ２５．３．１５ Ｈ２６．１．１ Ｈ２６．３．１７

 配偶者及び扶養  配偶者控除（一般）　　　　　　　330,000円

 配偶者控除（70歳以上）　　　　380,000円

 一般扶養　　　　　　　　　　　　　330,000円

 特定扶養控除（19歳～22歳）　450,000円

 老人扶養（70歳以上）　　　　　 380,000円

　 　同居加算　　　　　　　　　　　 70,000円

 配偶者特別控除  〇配偶者控除との同時適用なし

 　450,000 円未満　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 330,000円

 ※　合計所得金額  　450,000 円以上 750,000円未満　　380,000円－ ( A  － 380,000)円

 1,000 万円以下の ※ A… 配偶者の合計所得金額 　 　

 納税者が対象  　750,000 円以上 760,000円未満　　 　　　　　　　　　　　　　　30,000円

 障害者  普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円

 寡婦（夫）  特別障害　　　　　　　 　　　　　　　　300,000 円

 勤労学生 　 　同居加算　　　　　　　　　　　　 　230,000 円

 特別寡婦  　　　　　　　　　　　　  　 300,000 円

 生命保険料　  ○平成23年12月31日以前の生命保険契約  ○平成24年１月１日以降の生命保険契約

　(一般生命保険・個人年金) 　(一般生命保険・個人年金・介護医療保険)

 15,000円以下のときは全額  12,000円以下のときは全額

 15,000円超40,000円以下  1/2+  7,500円  12,000円超32,000円以下  1/2+  6,000円

 40,000円超70,000円以下  1/4+17,500円  32,000円超56,000円以下  1/4+14,000円

 70,000円超　35,000円  56,000円超　28,000円

 どちらの生命保険契約とも控除額の合計適用限度額は70,000円。

 地震保険料　  旧長期損害保険料

 　 5,000円以下　　　　　　　　　全額

 　 5,000円超15,000円以下 　 1/2 ＋  2,500円

 　15,000円超　　　　　　　　　　10,000円

 地震保険料

 　 50,000円以下　　　1/2

  　50,000円超　　　　25,000円

  旧長期、地震保険料のどちらもあるときは合計額(限度額 25,000 円)

 社会保険料　  １年間の支払い金額の全額

 雑　　　損  総所得金額の10% を超える金額

 医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額

 (限度額は2,000,000円)

 基礎控除　　 330,000 円

 市民税均等割 3,000 円

 市民税所得割 6％(一律)

 府民税均等割 1,000 円

 府民税所得割 4％(一律)

 配当控除　　  利益の配当等

 　市民税の所得割から配当所得の1.6％（府民税1.2％）

 外貨建等証券投資信託以外

 　市民税の所得割から配当所得の0.8％（府民税0.6％）

 外貨建等証券投資信託

 　市民税の所得割から配当所得の0.4％（府民税0.3％）

 　課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2で控除する。

 住宅借入金等  所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額と税源移譲前の税率で算出した前年分の

 特別控除  所得税額の少ない方の金額から税源移譲後の所得税額を差し引いた金額及び所得税

 (住宅ローン控除）  の住宅ローン控除可能額のうち所得税において控除しきれなかった額、又は所得税の

 課税総所得金額等の額に100分の5を乗じて得た金額（9.75万円を超えるときは9.75万円）

 のいずれか小さい額を個人住民税から差し引いた金額

 寄附金税額控除 ・地方公共団体(ふるさと納税)

 2,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せて全額を税額控除

・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部、国立学校法人等

 2,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除

(上記のどちらも総所得金額等の30％が限度)

　　　　(2,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％）

〇居住用財産の譲渡       　　　　        市2.4％　府1.6％

　　　　(6,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％)

〇その他　　　　市3.0％　府2.0％

〇短期　　　　　 市5.4％　府3.6％

〇株式等　　　　市1.8％　府1.2％（上場分）

 　　　　　　　　　 市3.0％　府2.0％（非公開分）

（*）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

 長期

 　摘　　　　要 〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.4％　府1.6％

同　　　　　　　　左

○非課税限度額

・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算21万円≧合計所得金額

・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算32万円≧総所得金額等

税
　
率

3,500 円

同　　　　　　　　左

１,500 円

同　　　　　　　　左

平成２５年度 平成２６年度

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左
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市民税の税歴（１９／２４）

 賦課期日・申告期限 Ｈ２７．１．１ Ｈ２７．３．１６ Ｈ２８．１．１ Ｈ２８．３．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除（一般）　　　　　　　330,000円

 配偶者控除（70歳以上）　　　　380,000円

 一般扶養　　　　　　　　　　　　　330,000円

 特定扶養控除（19歳～22歳）　450,000円

 老人扶養（70歳以上）　　　　　 380,000円

　 　同居加算　　　　　　　　　　　 70,000円

 配偶者特別控除  〇配偶者控除との同時適用なし

 　450,000 円未満　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 330,000円

 ※　合計所得金額  　450,000 円以上 750,000円未満　　380,000円－ ( A  － 380,000)円

 1,000 万円以下の ※ A… 配偶者の合計所得金額 　 　

 納税者が対象  　750,000 円以上 760,000円未満　　 　　　　　　　　　　　　　　30,000円

 障害者  普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円

 寡婦（夫）  特別障害　　　　　　　 　　　　　　　　300,000 円

 勤労学生 　 　同居加算　　　　　　　　　　　　 　230,000 円

 特別寡婦  　　　　　　　　　　　　  　 300,000 円

 生命保険料　  ○平成23年12月31日以前の生命保険契約  ○平成24年１月１日以降の生命保険契約

　(一般生命保険・個人年金) 　(一般生命保険・個人年金・介護医療保険)

 15,000円以下のときは全額  12,000円以下のときは全額

 15,000円超40,000円以下  1/2+  7,500円  12,000円超32,000円以下  1/2+  6,000円

 40,000円超70,000円以下  1/4+17,500円  32,000円超56,000円以下  1/4+14,000円

 70,000円超　35,000円  56,000円超　28,000円

 どちらの生命保険契約とも控除額の合計適用限度額は70,000円。

 地震保険料　  旧長期損害保険料

 　 5,000円以下　　　　　　　　　全額

 　 5,000円超15,000円以下 　 1/2 ＋  2,500円

 　15,000円超　　　　　　　　　　10,000円

 地震保険料

 　 50,000円以下　　　1/2

  　50,000円超　　　　25,000円

  旧長期、地震保険料のどちらもあるときは合計額(限度額 25,000 円)

 社会保険料　  １年間の支払い金額の全額

 雑　　　損  総所得金額の10% を超える金額

 医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額

 (限度額は2,000,000円)

 基礎控除　　 330,000 円

 市民税均等割 3,500 円

 市民税所得割 6％(一律)

 府民税均等割 1,500 円

 府民税所得割 4％(一律)

 配当控除　　  利益の配当等

 　市民税の所得割から配当所得の1.6％（府民税1.2％）

 外貨建等証券投資信託以外

 　市民税の所得割から配当所得の0.8％（府民税0.6％）

 外貨建等証券投資信託

 　市民税の所得割から配当所得の0.4％（府民税0.3％）

 　課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2で控除する。

 住宅借入金等 次のいずれかに該当する金額

 特別控除 ①「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額」又は「税源移譲前の税率で算出した前年

 (住宅ローン控除） 　分の所得税額」のいずれか小さい金額から税源移譲後の所得税額を差し引いた金額

②「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額のうち所得税で控除しきれなかった額」又は

　小さい金額　※特定取得に該当するときは「100分の5」は「100分の7」、「97,500円」は

　「136,500円」として計算

 寄附金税額控除 ・地方公共団体(ふるさと納税)

 2,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せて全額を税額控除

・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部、国立学校法人等

 2,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除

(上記のどちらも総所得金額等の30％が限度)

　　　　(2,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％）

〇居住用財産の譲渡       　　　　        市2.4％　府1.6％

　　　　(6,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％)

〇その他　　　　市3.0％　府2.0％

〇短期　　　　　 市5.4％　府3.6％

〇株式等　　　　市3.0％　府2.0％

（*）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算32万円≧総所得金額等

 長期

 　摘　　　　要 〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.4％　府1.6％

同　　　　　　　　左

○非課税限度額

・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算21万円≧合計所得金額

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

　「所得税課税総所得金額等の額に100分の5を乗じて得た金額（上限97,500円）のいずれか

同　　　　　　　　左

税
　
率

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

１,800 円

同　　　　　　　　左

平成２７年度 平成２８年度

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左
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市民税の税歴（２０／２４）

 賦課期日・申告期限 Ｈ２９．１．１ Ｈ２９．３．１５ Ｈ３０．１．１ Ｈ３０．３．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除（一般）　　　　　　　330,000円

 配偶者控除（70歳以上）　　　　380,000円

 一般扶養　　　　　　　　　　　　　330,000円

 特定扶養控除（19歳～22歳）　450,000円

 老人扶養（70歳以上）　　　　　 380,000円

　 　同居加算　　　　　　　　　　　 70,000円

 配偶者特別控除  〇配偶者控除との同時適用なし

 　450,000 円未満　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 330,000円

 ※　合計所得金額  　450,000 円以上 750,000円未満　　380,000円－ ( A  － 380,000)円

 1,000 万円以下の ※ A… 配偶者の合計所得金額 　 　

 納税者が対象  　750,000 円以上 760,000円未満　　 　　　　　　　　　　　　　　30,000円

 障害者  普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円

 寡婦（夫）  特別障害　　　　　　　 　　　　　　　　300,000 円

 勤労学生 　 　同居加算　　　　　　　　　　　　 　230,000 円

 特別寡婦  　　　　　　　　　　　　  　 300,000 円

 生命保険料　  ○平成23年12月31日以前の生命保険契約  ○平成24年１月１日以降の生命保険契約

　(一般生命保険・個人年金) 　(一般生命保険・個人年金・介護医療保険)

 15,000円以下のときは全額  12,000円以下のときは全額

 15,000円超40,000円以下  1/2+  7,500円  12,000円超32,000円以下  1/2+  6,000円

 40,000円超70,000円以下  1/4+17,500円  32,000円超56,000円以下  1/4+14,000円

 70,000円超　35,000円  56,000円超　28,000円

 どちらの生命保険契約とも控除額の合計適用限度額は70,000円。

 地震保険料　  旧長期損害保険料

 　 5,000円以下　　　　　　　　　全額

 　 5,000円超15,000円以下 　 1/2 ＋  2,500円

 　15,000円超　　　　　　　　　　10,000円

 地震保険料

 　 50,000円以下　　　1/2

  　50,000円超　　　　25,000円

  旧長期、地震保険料のどちらもあるときは合計額(限度額 25,000 円)

 社会保険料　  １年間の支払い金額の全額

 雑　　　損  総所得金額の10% を超える金額

 医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額

 (限度額は2,000,000円)

 基礎控除　　 330,000 円

 市民税均等割 3,500 円

 市民税所得割 6％(一律)

 府民税均等割 1,800 円

 府民税所得割 4％(一律)

 配当控除　　  利益の配当等

 　市民税の所得割から配当所得の1.6％（府民税1.2％）

 外貨建等証券投資信託以外

 　市民税の所得割から配当所得の0.8％（府民税0.6％）

 外貨建等証券投資信託

 　市民税の所得割から配当所得の0.4％（府民税0.3％）

 　課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2で控除する。

 住宅借入金等 次のいずれかに該当する金額

 特別控除 ①「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額」又は「税源移譲前の税率で算出した前年

 (住宅ローン控除） 　分の所得税額」のいずれか小さい金額から税源移譲後の所得税額を差し引いた金額

②「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額のうち所得税で控除しきれなかった額」又は

　小さい金額　※特定取得に該当するときは「100分の5」は「100分の7」、「97,500円」は

　「136,500円」として計算

 寄附金税額控除 ・地方公共団体(ふるさと納税)

 2,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せて全額を税額控除

・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部、国立学校法人等

 2,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除

(上記のどちらも総所得金額等の30％が限度)

　　　　(2,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％）

〇居住用財産の譲渡       　　　　        市2.4％　府1.6％

　　　　(6,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％)

〇その他　　　　市3.0％　府2.0％

〇短期　　　　　 市5.4％　府3.6％

〇株式等　　　　市3.0％　府2.0％

（*）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

平成３０年度

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同左及びセルフメディケーション税制
（医療費控除の特例）導入

同　　　　　　　　左

平成２９年度

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

税
　
率

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

　「所得税課税総所得金額等の額に100分の5を乗じて得た金額（上限97,500円）のいずれか

 長期

 　摘　　　　要 〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.4％　府1.6％

○非課税限度額

・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算21万円≧合計所得金額

・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算32万円≧総所得金額等
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市民税の税歴（２１／２４）

 賦課期日・申告期限 Ｈ３１．１．１ Ｈ３１．３．１５ R２．１．１ R２．４．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除（一般）　　　　　　　330,000円

 配偶者控除（70歳以上）　　　　380,000円

 一般扶養　　　　　　　　　　　　　330,000円

 特定扶養控除（19歳～22歳）　450,000円

 老人扶養（70歳以上）　　　　　 380,000円

　 　同居加算　　　　　　　　　　　 70,000円 ※配偶者控除については、納税者の合計所得金額が

900万円を超えると控除額が逓減する。

 配偶者特別控除  〇配偶者控除との同時適用なし 1,050,000円超1,100,000円以下　　160,000円

 　900,000円以下　　　　　　　　　　  330,000円 1,100,000円超1,150,000円以下　　110,000円

 ※　合計所得金額  　900,000 円超 950,000円以下　　310,000円 1,150,000円超1,200,000円以下　　60,000円

 1,000 万円以下の    950,000円超1,000,000円以下    260,000円 1,200,000円超1,230,000円以下　　30,000円 　 　

 納税者が対象 1,000,000円超1,050,000円以下    210,000円 ※納税者の合計所得金額が900万円超のときは、控除額が逓減する。

 障害者  普通障害・寡婦（夫）・勤労学生　　260,000 円

 寡婦（夫）  特別障害　　　　　　　 　　　　　　　　300,000 円

 勤労学生 　 　同居加算　　　　　　　　　　　　 　230,000 円

 特別寡婦  　　　　　　　　　　　　  　 300,000 円

 生命保険料　  ○平成23年12月31日以前の生命保険契約  ○平成24年１月１日以降の生命保険契約

　(一般生命保険・個人年金) 　(一般生命保険・個人年金・介護医療保険)

 15,000円以下のときは全額  12,000円以下のときは全額

 15,000円超40,000円以下  1/2+  7,500円  12,000円超32,000円以下  1/2+  6,000円

 40,000円超70,000円以下  1/4+17,500円  32,000円超56,000円以下  1/4+14,000円

 70,000円超　35,000円  56,000円超　28,000円

 どちらの生命保険契約とも控除額の合計適用限度額は70,000円。

 地震保険料　  旧長期損害保険料

 　 5,000円以下　　　　　　　　　全額

 　 5,000円超15,000円以下 　 1/2 ＋  2,500円

 　15,000円超　　　　　　　　　　10,000円

 地震保険料

 　 50,000円以下　　　1/2

  　50,000円超　　　　25,000円

  旧長期、地震保険料のどちらもあるときは合計額(限度額 25,000 円)

 社会保険料　  １年間の支払い金額の全額

 雑　　　損  総所得金額の10% を超える金額

 医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額 (限度額は2,000,000円)

 特例適用時は12,000円を超える額（限度額は88,000円）

 基礎控除　　 330,000 円

 市民税均等割 3,500 円

 市民税所得割 6％(一律)

 府民税均等割 1,800 円

 府民税所得割 4％(一律)

 配当控除　　  利益の配当等

 　市民税の所得割から配当所得の1.6％（府民税1.2％）

 外貨建等証券投資信託以外

 　市民税の所得割から配当所得の0.8％（府民税0.6％）

 外貨建等証券投資信託

 　市民税の所得割から配当所得の0.4％（府民税0.3％）

 　課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2で控除する。

 住宅借入金等 次のいずれかに該当する金額

 特別控除 ①「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額」又は「税源移譲前の税率で算出した前年

 (住宅ローン控除） 　分の所得税額」のいずれか小さい金額から税源移譲後の所得税額を差し引いた金額

②「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額のうち所得税で控除しきれなかった額」又は

　小さい金額　※特定取得に該当するときは「100分の5」は「100分の7」、「97,500円」は

　「136,500円」として計算

 寄附金税額控除 ・地方公共団体(ふるさと納税)

 2,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せて全額を税額控除

・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部、国立学校法人等

 2,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除

(上記のどちらも総所得金額等の30％が限度)

　　　　(2,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％）

〇居住用財産の譲渡       　　　　        市2.4％　府1.6％

　　　　(6,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％)

〇その他　　　　市3.0％　府2.0％

〇短期　　　　　 市5.4％　府3.6％

〇株式等　　　　市3.0％　府2.0％

（*）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

 長期

 　摘　　　　要 〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.4％　府1.6％

○非課税限度額

・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算21万円≧合計所得金額

・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋（*）加算32万円≧総所得金額等

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

　「所得税課税総所得金額等の額に100分の5を乗じて得た金額（上限97,500円）のいずれか

税
　
率

令和元年度

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

※　配偶者控除につ
いては、合計所得金
額1,000万円以下の
納税者が対象（合計
所得金額1000万円
超の配偶者は同一
生計配偶者となる。）

令和２年度

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

－56－



市民税の税歴（２２／２４）

 賦課期日・申告期限 R３．１．１ R３．４．１５ R４．１．１ R４．４．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除（一般）　　　　　　　330,000円

 配偶者控除（70歳以上）　　　　380,000円

 一般扶養　　　　　　　　　　　　　330,000円

 特定扶養控除（19歳～22歳）　450,000円

 老人扶養（70歳以上）　　　　　 380,000円

　 　同居加算　　　　　　　　　　　 70,000円 ※配偶者控除については、納税者の合計所得金額が

900万円を超えると控除額が逓減する。

 配偶者特別控除  〇配偶者控除との同時適用なし 1,150,000円超1,200,000円以下　　160,000円

 　1,000,000円以下　　　　　　　　　　  330,000円 1,200,000円超1,250,000円以下　　110,000円

 ※　合計所得金額  　1,000,000 円超 1,050,000円以下　310,000円 1,250,000円超1,300,000円以下　　60,000円

 1,000 万円以下の    1,050,000円超1,100,000円以下    260,000円 1,300,000円超1,330,000円以下　　30,000円

 納税者が対象 　1,100,000円超1,150,000円以下    210,000円 ※納税者の合計所得金額が900万円超のときは、控除額が逓減する。

 障害者  普通障害・寡婦・勤労学生　　　　　260,000 円

 寡婦  特別障害　　　　　　　 　　　　　　　　300,000 円

 勤労学生 　 　同居加算　　　　　　　　　　　　 　230,000 円

 ひとり親  ひとり親　  　　　　　　　　　　　　  　 300,000 円

 生命保険料　  ○平成23年12月31日以前の生命保険契約  ○平成24年１月１日以降の生命保険契約

　(一般生命保険・個人年金) 　(一般生命保険・個人年金・介護医療保険)

 15,000円以下のときは全額  12,000円以下のときは全額

 15,000円超40,000円以下  1/2+  7,500円  12,000円超32,000円以下  1/2+  6,000円

 40,000円超70,000円以下  1/4+17,500円  32,000円超56,000円以下  1/4+14,000円

 70,000円超　35,000円  56,000円超　28,000円

 どちらの生命保険契約とも控除額の合計適用限度額は70,000円。

 地震保険料　  旧長期損害保険料  地震保険料

 　 5,000円以下　　　　　　　　　全額  　 50,000円以下　　　1/2

 　 5,000円超15,000円以下 　 1/2 ＋  2,500円   　50,000円超　　　　25,000円

 　15,000円超　　　　　　　　　　10,000円   旧長期、地震保険料のどちらもあるときは

  合計額(限度額 25,000 円)

 社会保険料　  １年間の支払い金額の全額

 雑　　　損  総所得金額の10% を超える金額

 医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額 (限度額は2,000,000円)

 特例適用時は12,000円を超える額（限度額は88,000円）

 基礎控除　  合計所得金額　　　　　　　　　　基礎控除額

 市民税均等割 3,500 円

 市民税所得割 6％(一律)

 府民税均等割 1,800 円

 府民税所得割 4％(一律)

 配当控除　　  利益の配当等

 　市民税の所得割から配当所得の1.6％（府民税1.2％）

 外貨建等証券投資信託以外

 　市民税の所得割から配当所得の0.8％（府民税0.6％）

 外貨建等証券投資信託

 　市民税の所得割から配当所得の0.4％（府民税0.3％）

 　課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2で控除する。

 住宅借入金等 次のいずれかに該当する金額

 特別控除 ①「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額」又は「税源移譲前の税率で算出した前年

 (住宅ローン控除） 　分の所得税額」のいずれか小さい金額から税源移譲後の所得税額を差し引いた金額

②「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額のうち所得税で控除しきれなかった額」又は

　小さい金額　※特定取得・特別特定取得に該当するときは「100分の5」は「100分の7」、

　「97,500円」は「136,500円」として計算

 寄附金税額控除 ・地方公共団体(ふるさと納税)

 2,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せて全額を税額控除

・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部、国立学校法人等

 2,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除

(上記のどちらも総所得金額等の30％が限度)

　　　　(2,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％）

〇居住用財産の譲渡       　　　　        市2.4％　府1.6％

　　　　(6,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％)

〇その他　　　　市3.0％　府2.0％

〇短期　　　　　 市5.4％　府3.6％

〇株式等　　　　市3.0％　府2.0％

（*）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

　「所得税課税総所得金額等の額に100分の5を乗じて得た金額（上限97,500円）のいずれか

税
　
率

令和３年度

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

※　配偶者控除につ
いては、合計所得金
額1,000万円以下の
納税者が対象（合計
所得金額1,000万円
超の配偶者は同一
生計配偶者となる。）

 　2,400万円以下　　　　　　　　　430,000円

 　2,400万円超2,450万円以下　290,000円

 　2,450万円超2,500万円以下　150,000円

 　2,500万円超　　　　　　　　　　　適用なし

・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋10万円＋（*）加算32万円≧総所得金額等

○非課税限度額

 長期

 　摘　　　　要 〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.4％　府1.6％

・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋10万円＋（*）加算21万円≧合計所得金額

令和４年度

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

－57－



市民税の税歴（２３／２４）

 賦課期日・申告期限 R５．１．１ R５．４．１５ R６．１．１ R６．４．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除（一般）　　　　　　　330,000円

 配偶者控除（70歳以上）　　　　380,000円

 一般扶養　　　　　　　　　　　　　330,000円

 特定扶養控除（19歳～22歳）　450,000円

 老人扶養（70歳以上）　　　　　 380,000円

　 　同居加算　　　　　　　　　　　 70,000円 ※配偶者控除については、納税者の合計所得金額が

900万円を超えると控除額が逓減する。

 配偶者特別控除  〇配偶者控除との同時適用なし 1,150,000円超1,200,000円以下　　160,000円

 　1,000,000円以下　　　　　　　　　　  330,000円 1,200,000円超1,250,000円以下　　110,000円

 ※　合計所得金額  　1,000,000 円超 1,050,000円以下　310,000円 1,250,000円超1,300,000円以下　　60,000円

 1,000 万円以下の    1,050,000円超1,100,000円以下    260,000円 1,300,000円超1,330,000円以下　　30,000円

 納税者が対象 　1,100,000円超1,150,000円以下    210,000円 ※納税者の合計所得金額が900万円超のときは、控除額が逓減する。

 障害者  普通障害・寡婦・勤労学生　　　　　260,000 円

 寡婦  特別障害　　　　　　　 　　　　　　　　300,000 円

 勤労学生 　 　同居加算　　　　　　　　　　　　 　230,000 円

 ひとり親  ひとり親　  　　　　　　　　　　　　  　 300,000 円

 生命保険料　  ○平成23年12月31日以前の生命保険契約  ○平成24年１月１日以降の生命保険契約

　(一般生命保険・個人年金) 　(一般生命保険・個人年金・介護医療保険)

 15,000円以下のときは全額  12,000円以下のときは全額

 15,000円超40,000円以下  1/2+  7,500円  12,000円超32,000円以下  1/2+  6,000円

 40,000円超70,000円以下  1/4+17,500円  32,000円超56,000円以下  1/4+14,000円

 70,000円超　35,000円  56,000円超　28,000円

 どちらの生命保険契約とも控除額の合計適用限度額は70,000円。

 地震保険料　  旧長期損害保険料  地震保険料

 　 5,000円以下　　　　　　　　　全額  　 50,000円以下　　　1/2

 　 5,000円超15,000円以下 　 1/2 ＋  2,500円   　50,000円超　　　　25,000円

 　15,000円超　　　　　　　　　　10,000円   旧長期、地震保険料のどちらもあるときは

  合計額(限度額 25,000 円)

 社会保険料　  １年間の支払い金額の全額

 雑　　　損  総所得金額の10% を超える金額

 医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額 (限度額は2,000,000円)

 特例適用時は12,000円を超える額（限度額は88,000円）

 基礎控除　  合計所得金額　　　　　　　　　　基礎控除額

 市民税均等割 3,500 円

 市民税所得割 6％(一律)

 府民税均等割 1,800 円

 府民税所得割 4％(一律)

 配当控除　　  利益の配当等

 　市民税の所得割から配当所得の1.6％（府民税1.2％）

 外貨建等証券投資信託以外

 　市民税の所得割から配当所得の0.8％（府民税0.6％）

 外貨建等証券投資信託

 　市民税の所得割から配当所得の0.4％（府民税0.3％）

 　課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2で控除する。

 住宅借入金等 次のいずれかに該当する金額

 特別控除 ①「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額」又は「税源移譲前の税率で算出した前年

 (住宅ローン控除） 　分の所得税額」のいずれか小さい金額から税源移譲後の所得税額を差し引いた金額

②「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額のうち所得税で控除しきれなかった額」又は

　小さい金額　※特定取得・特別特定取得（特例取得及び特別特例取得を含む。）に該当する

　ときは「100分の5」は「100分の7」、　「97,500円」は「136,500円」として計算

 寄附金税額控除 ・地方公共団体(ふるさと納税)

 2,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せて全額を税額控除

・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部、国立学校法人等

 2,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除

(上記のどちらも総所得金額等の30％が限度)

　　　　(2,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％）

〇居住用財産の譲渡       　　　　        市2.4％　府1.6％

　　　　(6,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％)

〇その他　　　　市3.0％　府2.0％

〇短期　　　　　 市5.4％　府3.6％

〇株式等　　　　市3.0％　府2.0％

（*）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋10万円＋（*）加算32万円≧総所得金額等

特別税額控除（定額減税）の創設

 長期

 　摘　　　　要 〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.4％　府1.6％

同　　　　　　　　左

○非課税限度額

・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋10万円＋（*）加算21万円≧合計所得金額

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

　「所得税課税総所得金額等の額に100分の5を乗じて得た金額（上限97,500円）のいずれか

同　　　　　　　　左

 　2,450万円超2,500万円以下　150,000円

 　2,500万円超　　　　　　　　　　　適用なし

 　2,400万円超2,450万円以下　290,000円

税
　
率

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

令和５年度 令和６年度

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

※　配偶者控除につ
いては、合計所得金
額1,000万円以下の
納税者が対象（合計
所得金額1,000万円
超の配偶者は同一
生計配偶者となる。）

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

 　2,400万円以下　　　　　　　　　430,000円
同　　　　　　　　左

－58－



市民税の税歴（２４／２４）

 賦課期日・申告期限 R７．１．１ R７．４．１５

 配偶者及び扶養  配偶者控除（一般）　　　　　　　330,000円

 配偶者控除（70歳以上）　　　　380,000円

 一般扶養　　　　　　　　　　　　　330,000円

 特定扶養控除（19歳～22歳）　450,000円

 老人扶養（70歳以上）　　　　　 380,000円

　 　同居加算　　　　　　　　　　　 70,000円 ※配偶者控除については、納税者の合計所得金額が

900万円を超えると控除額が逓減する。

 配偶者特別控除  〇配偶者控除との同時適用なし 1,150,000円超1,200,000円以下　　160,000円

 　1,000,000円以下　　　　　　　　　　  330,000円 1,200,000円超1,250,000円以下　　110,000円

 ※　合計所得金額  　1,000,000 円超 1,050,000円以下　310,000円 1,250,000円超1,300,000円以下　　60,000円

 1,000 万円以下の    1,050,000円超1,100,000円以下    260,000円 1,300,000円超1,330,000円以下　　30,000円

 納税者が対象 　1,100,000円超1,150,000円以下    210,000円 ※納税者の合計所得金額が900万円超のときは、控除額が逓減する。

 障害者  普通障害・寡婦・勤労学生　　　　　260,000 円

 寡婦  特別障害　　　　　　　 　　　　　　　　300,000 円

 勤労学生 　 　同居加算　　　　　　　　　　　　 　230,000 円

 ひとり親  ひとり親　  　　　　　　　　　　　　  　 300,000 円

 生命保険料　  ○平成23年12月31日以前の生命保険契約  ○平成24年１月１日以降の生命保険契約

　(一般生命保険・個人年金) 　(一般生命保険・個人年金・介護医療保険)

 15,000円以下のときは全額  12,000円以下のときは全額

 15,000円超40,000円以下  1/2+  7,500円  12,000円超32,000円以下  1/2+  6,000円

 40,000円超70,000円以下  1/4+17,500円  32,000円超56,000円以下  1/4+14,000円

 70,000円超　35,000円  56,000円超　28,000円

 どちらの生命保険契約とも控除額の合計適用限度額は70,000円。

 地震保険料　  旧長期損害保険料  地震保険料

 　 5,000円以下　　　　　　　　　全額  　 50,000円以下　　　1/2

 　 5,000円超15,000円以下 　 1/2 ＋  2,500円   　50,000円超　　　　25,000円

 　15,000円超　　　　　　　　　　10,000円   旧長期、地震保険料のどちらもあるときは

  合計額(限度額 25,000 円)

 社会保険料　  １年間の支払い金額の全額

 雑　　　損  総所得金額の10% を超える金額

 医療費　　　  総所得金額の 5% (10 万円超のときは10万円) 超過額 (限度額は2,000,000円)

 特例適用時は12,000円を超える額（限度額は88,000円）

 基礎控除　  合計所得金額　　　　　　　　　　基礎控除額

 市民税均等割 3,500 円

 市民税所得割 6％(一律)

 府民税均等割 1,800 円

 府民税所得割 4％(一律)

 配当控除　　  利益の配当等

 　市民税の所得割から配当所得の1.6％（府民税1.2％）

 外貨建等証券投資信託以外

 　市民税の所得割から配当所得の0.8％（府民税0.6％）

 外貨建等証券投資信託

 　市民税の所得割から配当所得の0.4％（府民税0.3％）

 　課税所得金額が 1,000万円を超える部分は上記率の1/2で控除する。

 住宅借入金等 次のいずれかに該当する金額

 特別控除 ①「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額」又は「税源移譲前の税率で算出した前年

 (住宅ローン控除） 　分の所得税額」のいずれか小さい金額から税源移譲後の所得税額を差し引いた金額

②「所得税に係る住宅借入金等特別税額控除額のうち所得税で控除しきれなかった額」又は

　小さい金額　※特定取得・特別特定取得（特例取得及び特別特例取得を含む。）に該当する

　ときは「100分の5」は「100分の7」、　「97,500円」は「136,500円」として計算

 寄附金税額控除 ・地方公共団体(ふるさと納税)

 2,000円を超える寄附金について、一定の限度まで所得税と併せて全額を税額控除

・大阪府共同募金会、日本赤十字社大阪支部、国立学校法人等

 2,000円を超える寄附金について、寄附金×税率の額を税額控除

(上記のどちらも総所得金額等の30％が限度)

特別税額控除 控除対象配偶者を除く同一生計配偶者（合計所得金額が48万円以下である者で国内に住所を

有するもの）を有する納税義務者について、令和７年度に限り、納税義務者本人の所得割額から

１万円を控除する（合計所得金額が1,805万円以下である場合に限る）。

　　　　(2,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％）

〇居住用財産の譲渡       　　　　        市2.4％　府1.6％

　　　　(6,000万円超の部分　市3.0％　府2.0％)

〇その他　　　　市3.0％　府2.0％

〇短期　　　　　 市5.4％　府3.6％

〇株式等　　　　市3.0％　府2.0％

（*）加算分は扶養親族を有する場合のみ適用

・所得割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋10万円＋（*）加算32万円≧総所得金額等

 長期

 　摘　　　　要 〇優良住宅地等の造成のための譲渡　市2.4％　府1.6％

税
　
率

○非課税限度額

・均等割　　35万円×（扶養親族数＋１）＋10万円＋（*）加算21万円≧合計所得金額

税
　
　
額
　
　
控
　
　
除

　「所得税課税総所得金額等の額に100分の5を乗じて得た金額（上限97,500円）のいずれか

令和７年度

所
　
　
　
　
得
　
　
　
　
控
　
　
　
　
除

※　配偶者控除につ
いては、合計所得金
額1,000万円以下の
納税者が対象（合計
所得金額1,000万円
超の配偶者は同一
生計配偶者となる。）

 　2,400万円以下　　　　　　　　　430,000円

 　2,400万円超2,450万円以下　290,000円

 　2,450万円超2,500万円以下　150,000円

 　2,500万円超　　　　　　　　　　　適用なし
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諸税の税歴（１／１８）
昭和３６年度 昭和３７年度 昭和３８年度 昭和３９年度 昭和４０年度

法人税割　　 ９．７／１００ 同　　左 同　　左 同　　左
　　　　　　１０．１／１００
　（４月１日以降に終了する事業
　　年度から適用）

 原動機付自転車  原動機付自転車  原動機付自転車
 　５０ｃｃ以下　　     　　500円  　５０ｃｃ以下　　　　　　500円  　５０ｃｃ以下　　   　　500円
 　９０    〃　　　　     　800円  　９０    〃　　　　　　 　800円  　９０    〃　　　　　   800円
   １２５  〃　　　   　  1,000円    １２５  〃　　　        1,000円    １２５  〃　　     　1,000円
 軽自動車  軽自動車  軽自動車
 　２輪のもの　　     　1,500円  　２輪のもの　       　1,500円  　２輪のもの　　   　1,500円
 　３輪のもの　  　     2,000円  　３輪のもの　       　2,000円  　３輪のもの　　 　  2,000円
 　４輪の乗用　      　3,000円  　４輪の乗用　      　3,000円  　４輪の乗用　　　  4,500円
     〃　 貨物　        2,500円      〃　 貨物　        2,500円      〃　 貨物　　　  2,500円
 ２輪の小型自動車 　2,500円  ２輪の小型自動車  2,500円  ２輪の小型自動車　2,500円

 小型特殊自動車  小型特殊自動車
   農耕作業用　     　1,000円    農耕作業用　    　1,000円 
   その他     　       　3,000円    その他     　      　3,000円 

１１／１００ １２／１００ １３．４／１００ １５／１００ 同　　左

１．４／１００ 同　　左 同　　左 同　　左 同　　左

１０／１００ ９／１００ ８／１００ ７／１００ 同　　左

０．２／１００ 同　　左 同　　左 同　　左 同　　左

１，２００円 １，８００円 同　　左

軽自動車税　　　 同　　左 同　　左

同　　左 同　　左

電気税・ガス税　

都市計画税　　　

固定資産税　　　

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

法人均等割　

市たばこ消費税　

－60－



諸税の税歴（２／１８）
昭和４１年度 昭和４２～４３年度 昭和４４～４７年度 昭和４８年度 昭和４９年度

法人税割　　
  １０．１ ／ １００
 ( 6月 1日以降　　１０．４ ／ １００ )
 (12月 1日以降　　１０．７ ／ １００ )

１０．７ ／ １００ 同　　左 ９．１ ／ １００
　　　　１４．５ ／ １００
　(5月 1日以降に終了
　する事業年度から適用)

法人均等割　 1,800円

 資本金
 1千万円以下
　　　　　　　2,400円
資本金
 1千万円超
　　　　　　　4,000円

同　　左 同　　左 同　　左

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　    　500円

 　９０    〃　　　　    　800円

   １２５  〃　　      　1,000円

 軽自動車

 　２輪のもの　　 　  1,500円

 　３輪のもの　　   　2,000円

 　４輪の乗用　　  　4,500円

     〃　 貨物　　  　2,500円

 ２輪の小型自動車　2,500円

 小型特殊自動車

   農耕作業用　  　1,000円 

   その他     　    　3,000円 

１８．１／１００ 　　 同　　左 同　　左 同　左 同　左

１．４／１００ 同　　左

　１．４／１００
　　( 免税額 )
　　土地　　　 ８万円
　　家屋　　　 ５万円
　　償却資産３０万円

同　左

　  １．４／１００
　   （免税額）
　  　 土　　地　　１５万円
     　家　　屋　　　８万円
    　 償却資産　１００万円

７／１００ 同　　左 同　　左
   ６ ／ １００
 　(10 月 1日以降の
    検針分から適用)

電気税　６ ／ １００
ガス税　５ ／ １００
(10 月 1日以降の
検針分から適用)

 　保有分　１．４／１００
　 取得分  　３ ／ １００

同　左

０．２／１００  同　　左 同　　左 同　　左 同　左

同　　左 同　　左 同　　左 同　　左

市たばこ消費税　

固定資産税　　　

電気税・ガス税　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

軽自動車税　　　
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諸税の税歴（３／１８）
昭和５０年度 昭和５１年度 昭和５２年度 昭和５３年度

法人税割　　 １４．５／１００ 同　　　　　　左 同　　　　　　左 同　　　　　　左

〇資本金１千万円以下  〇資本金１億円超  〇資本金１億円超  〇資本金５０億円超

                           ２，４００円  　従業員数１００人超  　従業員数１００人超  　従業員数１００人超

　                          ２４，０００円                         ８０，０００円                        ８００，０００円

〇資本金１千万円超 〇資本金１億円超　  〇資本金１億円超　　  〇資本金１０億円超５０億円以下

                          ４，０００円 　従業員数１００人以下     従業員数１００人以下  　従業員数１００人超

                            １２，０００円                         ２４，０００円                         ４００，０００円

 〇資本金１千万円超  〇資本金１千万円超  〇資本金１０億円超

 　　　　　　　　     １億円以下  　１億円以下     ２４，０００円  　従業員数１００人以下

 　　　　　　           　１２，０００円  　　　　　 　　　　　                           ８０，０００円

〇その他　　　        　７，２００円 〇その他　　   　    ８，０００円  〇資本金１億円超１０億円以下

  　従業員数１００人超

 　                           ８０，０００円

  〇資本金１千万円超１億円以下

 　　　　　　　                           ２４，０００円

 〇その他　        　　８，０００円

 　　　　　　　　   

 原動機付自転車  原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　　    500 円  　５０ｃｃ以下　　       　　  650 円

 　９０    〃　　　　　　    800 円  　９０    〃　　　　         1,000 円

   １２５  〃　　　 　     1,000 円    １２５  〃　　　　         1,30０ 円

 軽自動車

 軽自動車  　２輪のもの　　　        2,000 円

 　２輪のもの　　       1,500 円  　３ 輪のもの 　　         2,600 円

 　３ 輪のもの　　      2,000 円  　４輪の営業用貨物    2,900 円

 　４輪の乗用　　　    4,500 円      〃　 自家用貨物    3,300 円

     〃　 貨物　　      2,500 円      〃　 営業用乗用    5,200 円

     〃　 自家用乗用    5,900 円

 ２輪の小型自動車　  2,500 円  ２輪の小型自動車　    3,300 円

 小型特殊自動車  小型特殊自動車

    農耕作業用　 　    1,000 円 　　農耕作業用　　    1,300 円

    そ　の　他　　       3,000 円 　 　そ　の　他　　      3,900 円

１８．１／１００ 同　　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　　左

      １．４／１００
     （免税額）
　   土　　地　　　　１５万円
     家　　屋　　　　　８万円
     償却資産　　１００万円

同　　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　　左

５／１００
（1月1日以降の検針分より適用）

同　　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　　左

３／１００
（1月1日から5月31日分
までは４/100を適用）

３／１００
（昭和52年１月１日以降の
検針分より2/100 を適用）

２／１００ 同　　　　　　左

保有分　　１．４／１００
取得分　　　３　／１００

同　　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　　左

０．２／１００ 同　　　　　　左 同　　　　　左 ０．３／１００都市計画税　　　

法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

法人均等割　

軽自動車税　　　 同　　　　　左

特別土地保有税　

同　　　　　左

市たばこ消費税　

固定資産税　　　

電気税

ガス税　　　
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諸税の税歴（４／１８）
昭和５４～５５年度 昭和５６～５７年度 昭和５８年度 昭和５９年度 昭和６０年度

法人税割　　 １４．５／１００

  １４．７／１００
(昭和５６年８月１
日以降に終了す
る事業年度より適
用)

同　左 同　左 同　左

 〇資本金50億円超  〇資本金50億円超  〇資本金50億円超

 　従業員数100人超　 1,000,000円  　従業員数50人超　 1,500,000円  　従業員数50人超　　 3,000,000円

 〇資本金10億円超50億円以下  〇資本金10億円超50億円以下  〇資本金10億円超50億円以下

 　従業員数100人超　   560,000円  　従業員数50人超　 1,000,000円  　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超  〇資本金10億円超  〇資本金10億円超

 　従業員数100人以下　134,000円  　従業員数50人以下  　270,000円  　従業員数50人以下   480,000円

 〇資本金10億円超  〇資本金１億円超10億円以下  〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数100人以下　134,000円  　従業員数50人超　　　 270,000円  　従業員数50人超　　   480,000円

 〇資本金1億円超10億円以下  〇資本金１億円超10億円以下  〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数100人超　　 134,000円  　従業員数50人以下   100,000円  　従業員数50人以下　 180,000円

 〇資本金1千万円超1億円以下  〇資本金１千万円超１億円以下  〇資本金１千万円超１億円以下

                         　　   　40,000円  　従業員数50人超　     100,000円  　従業員数50人超　　   180,000円

 〇その他　  　　　　　　   13,000円  〇資本金１千万円超１億円以下  〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人以下　     80,000円  　従業員数50人以下　 144,000円

 〇資本金１千万円以下  〇資本金１千万円以下

 　従業員数50人超　 　    80,000円  　従業員数50人超　　   144,000円

 〇その他　　　　　　         27,000円  〇その他　　　　      　　  48,000円

 原動機付自転車  原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　  　      700 円  　５０ｃｃ以下　　     　　1,000 円

 　９０    〃　　　　        1,100 円  　９０  〃　　　　          1,200 円

   １２５  〃　　　　        1,450 円    １２５  〃　　　　        1,600 円

 軽自動車  軽自動車

 　２輪のもの　　　        2,200 円  　２輪のもの　　　        2,400 円

 　３ 輪のもの　  　        2,850 円  　３輪のもの　  　        3,100 円

 　４輪の営業用貨物    2,900 円  　４輪の営業用貨物    3,000 円

     〃　 自家用貨物    3,650 円      〃 　自家用貨物    4,000 円 同　左

     〃　 営業用乗用    5,200 円      〃 　営業用乗用    5,500 円

     〃　 自家用乗用    6,500 円      〃　 自家用乗用    7,200 円

 ２輪の小型自動車　    3,650 円  ２輪の小型自動車　    4,000 円

 小型特殊自動車  小型特殊自動車

    農耕作業用　  　    1,450 円      農耕作業用　　      1,600 円

     その他　　      　  　4,300 円       その他　　       　　 4,700 円

ミニカー

　　　2,500円

１８．１／１００ 同  左 同　左 同　左

 従価割
１４．３／１００
従量割
1,000本につき
350 円

      １．４／１００
     （免税額）
　   土　　地　　　　１５万円
     家　　屋　　　　　８万円
     償却資産　　１００万円

同  左 同　左 同　左 同　左

５／１００ 同  左 同　左 同　左 同　左

２／１００ 同  左 同　左 同　左 同　左

保有分　　１．４／１００
取得分　　　３　／１００

同  左 同　左 同　左 同　左

０．３／１００ 同  左 同　左 同　左 同　左都市計画税　　　

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

法人均等割 同  左 同  左

軽自動車税　　　 同  左 同  左

市たばこ消費税　

固定資産税　　　

電気税

ガス税　　　

特別土地保有税　
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諸税の税歴（５／１８）
昭和６１～６３年度 平成元～２年度 平成４～５年度

法人税割　　 １４．７／１００ 同　左 同　左

 〇資本金50億円超

 　従業員数50人超　　　　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下　　

 　従業員数50人超　　       2,100,000円

 〇資本金10億円超

 　従業員数50人以下          480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下　　

 　従業員数50人超　　         480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下　　

 　従業員数50人以下          180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下　

 　従業員数50人超　　         180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下　

 　従業員数50人以下          144,000円

 〇資本金１千万円以下

 　従業員数50人超　　         144,000円

 〇その他　　　　　　              48,000円

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       1,000 円

 　９０  〃　　　　  　       1,200 円

 　１２５  〃　　　  　       1,600 円

　ミニカー  　　　   　      2,500 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       2,400 円

 　３輪のもの　　  　        3,100 円

 　４輪の営業用貨物      3,000 円

     〃　 自家用貨物      4,000 円 

     〃　 営業用乗用      5,500 円

     〃　 自家用乗用  　  7,200 円

 ２輪の小型自動車　      4,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　         1,600 円 

      そ　の　他　　  　      4,700 円

 　従価割  　１４．３ ／ １００
従量割　1,000 本につき   350  円
 ただし、昭和61年５月１日から昭和63
年３月31日までの 間、従量割の税率は
1,000 本につき  640 円

 1,000 本につき
・旧三級品以外　1,997 円
・旧三級品　　　　　 948円

同　左

      １．４／１００
     （免税額）
　   土　　地　　　　１５万円
     家　　屋　　　　　８万円
     償却資産　　１００万円

同　左 同　左

５／１００ 廃　止

２／１００ 廃　止

特別土地保有税　
 保有分　　１．４／１００
 取得分　　３　　／１００

同　左
 　保有分  　    １．４／１００
   取得分　　    ３ 　 ／１００
   遊休土地分　１．４／１００

０．３／１００ 同　左 同　左

同　左

都市計画税　　　 同　左

固定資産税　　　

 　 １．４　／　１００
    （免税額）
    土　　地　　  　３０万円
    家　　屋　     　２０万円
    償却資産　 　１５０万円

電気税

ガス税　　　

同　左

軽自動車税　　　 同　左 同　左 同　左

市たばこ消費税
（平成元年度より
市たばこ税）

同　左

平成３年度

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

同　左

法人均等割 同　左 同　左
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諸税の税歴（６／１８）
平成６～８年度 平成９～１０年度 平成１１～１４年度 平成１５年度

法人税割　　 １４．７／１００ 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

 〇資本金50億円超

 　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下

 　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超

 　従業員数50人以下　 492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人超　　   480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人以下   192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人超　　   180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人以下   156,000円

 〇資本金１千万円以下

 　従業員数50人超　　   144,000円

 〇その他　　　　　　　 　　60,000円

 原動機付自転車
 　５０ｃｃ以下　　　　       1,000 円
 　９０  〃　　　　  　        1,200 円
 　１２５  〃　　　  　        1,600 円
　ミニカー  　　　  　       2,500 円
 軽自動車
 　２輪のもの　　　 　       2,400 円
 　３輪のもの　　  　        3,100 円
 　４輪の営業用貨物      3,000 円
     〃　 自家用貨物  　  4,000 円 
     〃　 営業用乗用  　  5,500 円
     〃　 自家用乗用  　  7,200 円
 ２輪の小型自動車　      4,000 円
 小型特殊自動車
     農耕作業用　　        1,600 円 
     そ　の　他　　          4,700 円

 1,000 本につき
・旧三級品以外　 1,997円
・旧三級品　　　　　 948円

 1,000 本につき
・旧三級品以外　2,434円
・旧三級品　　　　1,155円

 1,000 本につき  2,434円
 （５月１日から2,668 円）
ただし、旧三級品の紙巻たばこは
1,000本につき1,155円
（ ５月１日から1,266円）

 1,000 本につき  2,668円
 （７月１日から2,997円）
ただし、旧三級品の紙巻たばこは
1,000本につき1,266円
（ ７月１日から1,412円）

１．４　／　１００
 （免税額）

土　　地　　  　３０万円
家　　屋　     　２０万円
償却資産　 　１５０万円

同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

保　有　分  　1.4/100
取　得　分　　3　/100
遊休土地分　1.4/100

同　　　　　左 同　　　　　左 平成１５年度から課税停止

０．３／１００ 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

市たばこ税　

固定資産税　　　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

法人均等割　 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

軽自動車税　　　 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

－65－



諸税の税歴（７／１８）
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９～２１年度 平成２２年度

法人税割　　 １４．７／１００ 同　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

 〇資本金50億円超

 　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下

 　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超

 　従業員数50人以下　 492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人超　　   480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人以下   192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人超　　   180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人以下    156,000円

 〇資本金１千万円以下

 　従業員数50人超　　   144,000円

 〇その他　　　　　      　　60,000円

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       1,000 円

 　９０  〃　　　　  　        1,200 円

 　１２５  〃　　　  　        1,600 円

　ミニカー  　　　  　       2,500 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       2,400 円

 　３輪のもの　　  　        3,100 円

 　４輪の営業用貨物      3,000 円

     〃　 自家用貨物  　  4,000 円 

     〃　 営業用乗用  　  5,500 円

     〃　 自家用乗用  　  7,200 円

 ２輪の小型自動車　      4,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        1,600 円 

     そ　の　他　　          4,700 円

1,000 本につき2,977円
ただし、旧三級品の紙巻たばこは
1,000本につき1,412円

同　　　左

 1,000 本につき 2,977 円
 （７月１日から3,298 円）
ただし、旧三級品の紙巻たば
こは1,000本につき1,412円
 （７月１日から1,564円）

1,000 本につき3,298円
ただし、旧三級品の紙
巻たばこは1,000本につ
き1,564円

1,000 本につき3,298円
（10月1日から4,618円）
ただし、旧三級品の紙
巻たばこは1,000本につ
き1,564円
（10月1日から2,190円）

１．４　／　１００
（免税額）

土　　地　　  　３０万円
家　　屋　     　２０万円
償却資産　 　１５０万円

同　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

平成１５年度から課税停止 同　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

０．３／１００ 同　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

１人１日150円
宿泊する者　１人１日150円
宿泊しない者１人１日 75円

同　　　　　左 同　　　　　左

固定資産税　　　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

入　　湯　　税

軽自動車税　　　 同　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

市たばこ税　　　

同　　　　　左

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

法人均等割　 同　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左
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諸税の税歴（８／１８）
平成２３～２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

法人税割　　 １４．７／１００ 同　　　　　左
　　　１２．１／１００
（１０月１日以後に始ま
る事業年度から適用）

同　　　　　左

 〇資本金50億円超

 　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下

 　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超

 　従業員数50人以下　 492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

 　従業員数50人超　　   480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人以下   192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人超　　   180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人以下    156,000円

 〇資本金１千万円以下

 　従業員数50人超　　   144,000円

 〇その他　　　　　      　　60,000円

 原動機付自転車  原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       1,000 円  　５０ｃｃ以下　　　　       1,000 円

 　９０  〃　　　　  　        1,200 円  　９０  〃　　　　  　        1,200 円

 　１２５  〃　　　  　        1,600 円  　１２５  〃　　　  　        1,600 円

　ミニカー  　　　  　       2,500 円 　ミニカー  　　　  　       2,500 円

 軽自動車  軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       2,400 円  　２輪のもの　　　 　       2,400 円

 　３輪のもの　　  　        3,100 円  　３輪のもの　　  　        3,100 円

 　４輪の営業用貨物      3,000 円  　４輪の営業用貨物      3,000 円

     〃　 自家用貨物  　  4,000 円      〃　 自家用貨物  　  4,000 円 

     〃　 営業用乗用  　  5,500 円      〃　 営業用乗用  　  5,500 円

     〃　 自家用乗用  　  7,200 円 同　　　　　左 同　　　　　左      〃　 自家用乗用  　  7,200 円

　 平成27年４月１日以降に最初の新規検査

　 を受ける三輪以上の軽自動車

 　３輪のもの　　  　        3,900 円

 　４輪の営業用貨物      3,800 円

     〃　 自家用貨物  　  5,000 円 

     〃　 営業用乗用  　  6,900 円
     〃　 自家用乗用    10,800 円

 ２輪の小型自動車　      4,000 円  ２輪の小型自動車　      4,000 円

 小型特殊自動車  小型特殊自動車

     農耕作業用　　        1,600 円      農耕作業用　　        1,600 円 
     そ　の　他　　          4,700 円       そ　の　他　　          4,700 円

   

　1,000 本につき4,618円
　ただし、旧三級品の紙巻たばこは
　1,000本につき2,190円

　1,000 本につき5,262円
　ただし、旧三級品の紙巻た
ばこは1,000本につき2,495円

同　　　　　左 同　　　　　左

１．４　／　１００
（免税額）

土　　地　　  　３０万円
家　　屋　     　２０万円
償却資産　 　１５０万円

同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

平成１５年度から課税停止 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

０．３／１００ 同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

同　　　　　左 同　　　　　左 同　　　　　左

都市計画税　　　

入　　湯　　税

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

法人均等割　

市たばこ税　　　

固定資産税　　　

特別土地保有税　

軽自動車税　　　
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諸税の税歴（９／１８）

法人税割　　 　　　　　１２．１／１００

 〇資本金50億円超

 　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下

 　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超

 　従業員数50人以下　 492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人超　　   480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人以下   192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人超　　   180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人以下    156,000円

 〇資本金１千万円以下

 　従業員数50人超　　   144,000円

 〇その他　　　　　      　　60,000円

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

　ミニカー  　　　  　       3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円 

      そ　の　他　　          5,900 円

   

　1,000 本につき5,262円
　ただし、旧三級品の紙巻たばこは
　1,000本につき2,925円

１．４　／　１００
（免税額）

土　　地　　  　３０万円
家　　屋　     　２０万円
償却資産　 　１５０万円

平成１５年度から課税停止

０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

特別土地保有税　

都市計画税　　　

入　　湯　　税

平成２８年度

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

法人均等割　

軽自動車税　　　

市たばこ税　　　

固定資産税　　　

貨物車 乗用車 貨物車 乗用車
平成 27年度
燃費基準＋
35％達成車

平成 32年度
燃費基準＋
20％達成車

平成 27年度
燃費基準＋
15％達成車

平成 32年度
燃費基準達
成車

自家用 10,800円 2,700円 5,400円 8,100円

営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円

自家用 5,000円 1,300円 2,500円 3,800円

営業用 3,800円 1,000円 1,900円 2,900円

3,900円 1,000円

■グリーン化特例

平成27年４月1日から平成28年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた軽四
輪車などのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の小さいものについて、平成28年度分の軽
自動車税を軽減。

車種区分 標準税額

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

電 気 軽 自
動車など

四輪乗用

四輪貨物

三輪 2,000円 3,000円

平成27年３月31日
までに最初の新規
検査を受けた車両
（新規検査後13年
以内）

平成27年4月1日以
降に最初の新規検
査を受けた車両
(新税率）※１

最初の新規検査後
13年を超えた車両
(経年重課）　※２
(一部除外有）※３

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

※２最初の新規検査後13年を経過した車両。平成28年度は、平成14年12月以前に最初の
新規検査を受けた車両が対象。平成15年10月13日以前に最初の新規検査を受けた車両
は、検査証に月の記載が無いためその年の12月に読み替えて判断。

※３電気軽自動車、天然ガス軽自動車、ガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力併
用軽自動車、被けん引車などは、経年重課の適用から除外。

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

軽
自
動
車

四輪

※１平成27年４月１日以降に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた軽三輪
以上の車両から新税率が適用。
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諸税の税歴（１０／１８）

法人税割　　 　　　　　１２．１／１００

 〇資本金50億円超

 　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下

 　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超

 　従業員数50人以下　 492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人超　　   480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人以下   192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人超　　   180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人以下    156,000円

 〇資本金１千万円以下

 　従業員数50人超　　   144,000円

 〇その他　　　　　      　　60,000円

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

　ミニカー  　　　  　       3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円 

      そ　の　他　　          5,900 円

   

　1,000 本につき5,262円
　ただし、旧三級品の紙巻たばこは
　1,000本につき3,355円

１．４　／　１００
（免税額）

土　　地　　  　３０万円
家　　屋　     　２０万円
償却資産　 　１５０万円

平成１５年度から課税停止

０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

特別土地保有税　

都市計画税　　　

入　　湯　　税

平成２９年度

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

法人均等割　

軽自動車税　　　

市たばこ税　　　

固定資産税　　　

貨物車 乗用車 貨物車 乗用車
平成 27年度
燃費基準＋
35％達成車

平成 32年度
燃費基準＋
20％達成車

平成 27年度
燃費基準＋
15％達成車

平成 32年度
燃費基準達
成車

自家用 10,800円 2,700円 5,400円 8,100円

営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円

自家用 5,000円 1,300円 2,500円 3,800円

営業用 3,800円 1,000円 1,900円 2,900円

3,900円 1,000円

四輪乗用

四輪貨物

三輪 2,000円 3,000円

■グリーン化特例

平成28年４月1日から平成29年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた軽四
輪車などのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の小さいものについて、平成29年度分に限
り軽自動車税を軽減。

車種区分 標準税額

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

電 気 軽 自
動車など

平成27年３月31日
までに最初の新規
検査を受けた車両
（新規検査後13年
以内）

平成27年4月1日以
降に最初の新規検
査を受けた車両
(新税率）※１

最初の新規検査後
13年を超えた車両
(経年重課）　※２
(一部除外有）※３

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

※３電気軽自動車、天然ガス軽自動車、ガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力併
用軽自動車、被けん引車などは、経年重課の適用から除外。

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

軽
自
動
車

四輪

※１平成27年４月１日以降に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた軽三輪
以上の車両から新税率が適用。

※２最初の新規検査後13年を経過した車両。平成29年度は、平成16年３月以前に最初の
新規検査を受けた車両が対象。平成15年10月13日以前に最初の新規検査を受けた車両
は、検査証に月の記載が無いため、その年の12月に読み替えて判断。
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諸税の税歴（１１／１８）

法人税割　　 　　　　　１２．１／１００

 〇資本金50億円超

 　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下

 　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超

 　従業員数50人以下　 492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人超　　   480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下

 　従業員数50人以下   192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人超　　   180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下

 　従業員数50人以下    156,000円

 〇資本金１千万円以下

 　従業員数50人超　　   144,000円

 〇その他　　　　　      　　60,000円

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

　ミニカー  　　　  　       3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円 

      そ　の　他　　          5,900 円

   

　1,000 本につき5,262円 （10月１日から　5,692円）
　ただし、旧三級品の紙巻たばこは
　1,000本につき4,000円

１．４　／　１００
（免税額）

土　　地　　  　３０万円
家　　屋　     　２０万円
償却資産　 　１５０万円

平成１５年度から課税停止

０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

特別土地保有税　

都市計画税　　　

入　　湯　　税

平成３０年度

 
法
　
　
　
人
　
　
　
市
　
　
　
民
　
　
　
税

法人均等割　

軽自動車税　　　

市たばこ税　　　

固定資産税　　　

貨物車 乗用車 貨物車 乗用車
平成 27年度
燃費基準＋
35％達成車

平成 32年度
燃費基準＋
30％達成車

平成 27年度
燃費基準＋
15％達成車

平成 32年度
燃費基準＋
10％達成車

自家用 10,800円 2,700円 5,400円 8,100円

営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円

自家用 5,000円 1,300円 2,500円 3,800円

営業用 3,800円 1,000円 1,900円 2,900円

3,900円 1,000円

四輪乗用

四輪貨物

三輪 2,000円 3,000円

■グリーン化特例

平成29年４月1日から平成31年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた軽四
輪車などのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の小さいものについて、最初の新規検査の
翌年度分に限り、軽自動車税を軽減。

車種区分 標準税額

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

電 気 軽 自
動車など

平成27年３月31日
までに最初の新規
検査を受けた車両
（新規検査後13年
以内）

平成27年4月1日以
降に最初の新規検
査を受けた車両
(新税率）

最初の新規検査後
13年を超えた車両
(経年重課）　※１
(一部除外有）※２

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

軽
自
動
車

四輪

※１平成17年３月以前に最初の新規検査を受けた車両が対象。平成15年10月13日以前に
最初の新規検査を受けた車両は、検査証に月の記載が無いため、その年の12月に読み替
えて判断。

※２電気軽自動車、天然ガス軽自動車、ガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力併
用軽自動車、被けん引軽自動車などは、経年重課の適用から除外。
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諸税の税歴（１２／１８）

法人税割　　
　　　　　８．４／１００
（１０月１日以後に始まる事業年度から適用）

 〇資本金50億円超  　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下  　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超  　従業員数50人以下　   492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人超　　    480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人以下     192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人超　　    180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人以下     156,000円

 〇資本金１千万円以下  　従業員数50人超　　    144,000円

 〇その他　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　60,000円

環境性能割 軽自動車の取得価額　×　税率

（１０月１日から）

種別割  原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

　ミニカー  　　　  　       3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円 

      そ　の　他　　          5,900 円

   

１．４　／　１００
（免税額）

土　　地　　  　３０万円
家　　屋　     　２０万円
償却資産　 　１５０万円

平成１５年度から課税停止

０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

固定資産税　　　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

入　　湯　　税

令和元年度

 
法
　
　
人
　
　
市
　
　
民
　
　
税

法人均等割　

 
軽
　
　
自
　
　
動
　
　
車
　
　
税

市たばこ税　　　
　1,000 本につき5,692円
　ただし、旧三級品の紙巻たばこは
　1,000本につき4,000円（10月１日から5,692円）

貨物車 乗用車 貨物車 乗用車
平成27年度
燃費基準＋
35％達成車

令和２年度
燃費基準＋
30％達成車

平成27年度
燃費基準＋
15％達成車

令和２年度
燃費基準＋
10％達成車

自家用 10,800円 2,700円 5,400円 8,100円

営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円

自家用 5,000円 1,300円 2,500円 3,800円

営業用 3,800円 1,000円 1,900円 2,900円

3,900円 1,000円

■グリーン化特例

平成29年４月１日から令和３年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の指定）
を受けた軽四輪車などのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の小さいものに
ついて、最初の新規検査の翌年度分に限り、軽自動車税（種別割）を軽減。

車種区分 標準税額

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

電気自
動車等

四輪乗用

四輪貨物

三輪 2,000円 3,000円

【乗用】 【貨物】

軽自動車（三輪以上）の車種区分 自家用 営業用 軽自動車（三輪以上）の車種区分 自家用 営業用

電気自動車等（※１） 電気自動車等（※１）

令和２年度燃費基準＋10％達成 平成27年度燃費基準＋20％達成

令和２年度燃費基準達成 1.0％（※２） 0.5% 平成27年度燃費基準＋15％達成 1.0% 0.5%

平成27年度燃費基準＋10％達成 1.0% 平成27年度燃費基準＋10％達成 1.0%

上記以外の軽自動車 2.0% 上記以外の軽自動車 2.0%

※１電気自動車等とは、電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車（平成30年排出ガス規制適合又は平成21年排出ガス規制からNox10％低減）の
　ことを言います。

※２令和元年10月１日から令和３年３月31日までの間に取得した自家用乗用車について、１％の税率軽減が適用されます。

非課税 非課税 非課税 非課税

2.0％（※２） 2.0%

平成27年３月31日まで
に最初の新規検査を受
けた車両
（旧税率）

平成27年４月１日以後
に最初の新規検査を受
けた車両
(新税率）

最初の新規検査後13年
を超えた車両
(経年重課）　※１
(一部除外有）※２

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

軽
自
動
車

四輪

※１平成18年３月以前に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた車両が対象。
　　平成15年10月13日以前に最初の新規検査を受けた車両は、検査証に月の記載が無いため、
　その年の12月に読み替えます。

※２電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動車及び
　被けん引自動車は、経年重課の適用から除外されます。
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諸税の税歴（１３／１８）

法人税割　　 　　　　　８．４／１００

 〇資本金50億円超  　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下  　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超  　従業員数50人以下　   492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人超　　    480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人以下     192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人超　　    180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人以下     156,000円

 〇資本金１千万円以下  　従業員数50人超　　    144,000円

 〇その他　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　60,000円

環境性能割 軽自動車の取得価額　×　税率

種別割  原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

　ミニカー  　　　  　       3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円 

      そ　の　他　　          5,900 円

   

１．４　／　１００
（免税額）

土　　地　　  　３０万円
家　　屋　     　２０万円
償却資産　 　１５０万円

平成１５年度から課税停止

０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

固定資産税　　　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

入　　湯　　税

令和２年度

 
法
　
　
人
　
　
市
　
　
民
　
　
税

法人均等割　

 
軽
　
　
自
　
　
動
　
　
車
　
　
税

市たばこ税　　　 　1,000 本につき5,692円（10月１日から6,122円）

【乗用】 【貨物】

軽自動車（三輪以上）の車種区分 自家用 営業用 軽自動車（三輪以上）の車種区分 自家用 営業用

電気自動車等（※１） 電気自動車等（※１）

令和２年度燃費基準＋10％達成 平成27年度燃費基準＋20％達成

令和２年度燃費基準達成 1.0％（※２） 0.5% 平成27年度燃費基準＋15％達成 1.0% 0.5%

平成27年度燃費基準＋10％達成 1.0% 平成27年度燃費基準＋10％達成 1.0%

上記以外の軽自動車 2.0% 上記以外の軽自動車 2.0%

※１電気自動車等とは、電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車（平成30年排出ガス規制適合又は平成21年排出ガス規制からNox10％低減）の
　ことを言います。

※２令和元年10月１日から令和３年３月31日までの間に取得した自家用乗用車について、１％の税率軽減が適用されます。

非課税 非課税 非課税 非課税

2.0％（※２） 2.0%

貨物車 乗用車 貨物車 乗用車
平成27年度
燃費基準＋
35％達成車

令和２年度
燃費基準＋
30％達成車

平成27年度
燃費基準＋
15％達成車

令和２年度
燃費基準＋
10％達成車

自家用 10,800円 2,700円 5,400円 8,100円

営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円

自家用 5,000円 1,300円 2,500円 3,800円

営業用 3,800円 1,000円 1,900円 2,900円

3,900円 1,000円

■グリーン化特例

平成29年４月１日から令和３年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の指定）
を受けた軽四輪車などのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の小さいものに
ついて、最初の新規検査の翌年度分に限り、軽自動車税（種別割）を軽減。

車種区分 標準税額

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

電気自
動車等

四輪乗用

四輪貨物

三輪 2,000円 3,000円

平成27年３月31日まで
に最初の新規検査を受
けた車両
（旧税率）

平成27年４月１日以後
に最初の新規検査を受
けた車両
(新税率）

最初の新規検査後13年
を超えた車両
(経年重課）　※１
(一部除外有）※２

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

軽
自
動
車

四輪

※１平成19年３月以前に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた車両が対象。
　　平成15年10月13日以前に最初の新規検査を受けた車両は、検査証に月の記載が無いため、
　その年の12月に読み替えます。

※２電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動車及び
　被けん引自動車は、経年重課の適用から除外されます。
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諸税の税歴（１４／１８）

法人税割　　 　　　　　８．４／１００

 〇資本金50億円超  　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下  　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超  　従業員数50人以下　   492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人超　　    480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人以下     192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人超　　    180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人以下     156,000円

 〇資本金１千万円以下  　従業員数50人超　　    144,000円

 〇その他　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　60,000円

軽自動車の取得価額　×　税率

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

　ミニカー  　　　  　       3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円 

      そ　の　他　　          5,900 円

　１．４　／　１００
　（免税額）
　土　　地　　  　３０万円
　家　　屋　     　２０万円
　償却資産　 　１５０万円

　平成１５年度から課税停止

　０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

入　　湯　　税

令和３年度

 
法
　
　
人
　
　
市
　
　
民
　
　
税

法人均等割　

 
軽
　
　
自
　
　
動
　
　
車
　
　
税

環境性能割

種別割

市たばこ税　　　 　1,000 本につき6,122円（10月１日から6,552円）

固定資産税　　　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

貨物車 乗用車 貨物車 乗用車
平 成 27 年度
燃 費 基 準＋
35 ％ 達 成車
（※1)

令和２年度燃費
基準＋ 30％達成
車

平成 27 年度
燃費基 準＋
15％達 成車
（※1)

令和２年度燃費
基準＋ 10％達成
車

自家用 10,800円 2,700円 5,400円（※1） 8,100円（※1)

営業用 6,900円 1,800円 3,500円（※2） 5,200円（※3)

自家用 5,000円 1,300円 2,500円 3,800円

営業用 3,800円 1,000円 1,900円 2,900円

3,900円 1,000円 2,000円 2,000円（※2) 3,000円 3,000円（※3)

（※1）令和３年度をもって、グリーン化特例（軽課）の対象外となります。
（※2）営業用乗用車に限り、令和４・５年度分は、令和12年度燃費基準90％達成車に基準が切り替えられます。
（※3）営業用乗用車に限り、令和４・５年度分は、令和12年度燃費基準70％達成車に基準が切り替えられます。

四輪乗用

四輪貨物

三輪

■グリーン化特例

平成29年４月１日から令和３年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた軽四輪車な
どのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の小さいものについて、最初の新規検査の翌年度分に限
り、軽自動車税（種別割）を軽減します。
令和３年４月１日から令和５年３月31日に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた軽四輪車などに
ついては、グリーン化特例の適用が電気自動車等に限定されます。

車種区分 標準税額

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

電気自
動車等

【乗用・貨物】

軽自動車（三輪以上）の車種区分 自家用 営業用

電気自動車等（※１）

令和12年度燃費基準75％達成

令和12年度燃費基準60％達成 1.0％（※２） 0.5%

令和12年度燃費基準55％達成 1.0%

上記以外の軽自動車 2.0%

非課税 非課税

2.0％（※２）

※１電気自動車等とは、電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車
 （平成30年排出ガス規制適合又は平成21年排出ガス規制からNOx10％低
　減）のことを言います。

※２令和元年10月１日から令和３年12月31日までの間に取得した自家用
　乗用車について、１％の税率軽減が適用されます。

平成27年３月31日まで
に最初の新規検査を受
けた車両
（旧税率）

平成27年４月１日以後
に最初の新規検査を受
けた車両
(新税率）

最初の新規検査後13年
を超えた車両
(経年重課）　※１
(一部除外有）※２

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

軽
自
動
車

四輪

※１平成20年３月以前に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた車両が対象。
　　平成15年10月13日以前に最初の新規検査を受けた車両は、検査証に月の記載が無いため、
　その年の12月に読み替えます。

※２電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動車及び
　被けん引自動車は、経年重課の適用から除外されます。
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諸税の税歴（１５／１８）

法人税割　　 　　　　　８．４／１００

 〇資本金50億円超  　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下  　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超  　従業員数50人以下　   492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人超　　    480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人以下     192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人超　　    180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人以下     156,000円

 〇資本金１千万円以下  　従業員数50人超　　    144,000円

 〇その他　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　60,000円

軽自動車の取得価額　×　税率

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

　ミニカー  　　　  　       3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円 

      そ　の　他　　          5,900 円

　１．４　／　１００
　（免税額）
　土　　地　　  　３０万円
　家　　屋　     　２０万円
　償却資産　 　１５０万円

　平成１５年度から課税停止

　０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

入　　湯　　税

令和４年度

 
法
　
　
人
　
　
市
　
　
民
　
　
税

法人均等割　

 
軽
　
　
自
　
　
動
　
　
車
　
　
税

環境性能割

種別割

市たばこ税　　　 　1,000 本につき6,552円

固定資産税　　　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

【乗用・貨物】

軽自動車（三輪以上）の車種区分 自家用 営業用

電気自動車等（※）

令和12年度燃費基準75％達成

令和12年度燃費基準60％達成 1.0% 0.5%

令和12年度燃費基準55％達成 1.0%

上記以外の軽自動車 2.0%

非課税 非課税

2.0%

※電気自動車等とは、電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車（平
成30年排出ガス規制適合又は平成21年排出ガス規制からNOx10％低減）のこ
とを言います。

平成27年３月31日まで
に最初の新規検査を受
けた車両
（旧税率）

平成27年４月１日以後
に最初の新規検査を受
けた車両
(新税率）

最初の新規検査後13年
を超えた車両
(経年重課）　※１
(一部除外有）※２

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

軽
自
動
車

四輪

※１平成21年３月以前に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた車両が対象。
　　平成15年10月13日以前に最初の新規検査を受けた車両は、検査証に月の記載が無いため、
　その年の12月に読み替えます。

※２電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動車及び
　被けん引自動車は、経年重課の適用から除外されます。

自家用 10,800円 2,700円

営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円

自家用 5,000円 1,300円

営業用 3,800円 1,000円

3,900円 1,000円 2,000円 ※ 3,000円 ※

※営業乗用車のみが対象です。

平成29年４月１日から令和３年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受
けた軽四輪車などのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の小さいものについて、
最初の新規検査の翌年度分に限り、軽自動車税（種別割）を軽減します。
令和３年４月１日から令和５年３月31日に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた
軽四輪車などについては、グリーン化特例の適用が電気自動車等に限定されます。

四輪乗用

四輪貨物

三輪

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

令和12年度燃費基準
90％達成

令和12年度燃費基準
70％達成

■グリーン化特例

車種区分 標準税額 電気自
動車等
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諸税の税歴（１６／１８）

法人税割　　 　　　　　８．４／１００

 〇資本金50億円超  　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下  　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超  　従業員数50人以下　   492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人超　　    480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人以下     192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人超　　    180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人以下     156,000円

 〇資本金１千万円以下  　従業員数50人超　　    144,000円

 〇その他　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　60,000円

軽自動車の取得価額　×　税率

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

　ミニカー  　　 　  　       3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円 

      そ　の　他　　          5,900 円

　１．４　／　１００
　（免税額）
　土　　地　　  　３０万円
　家　　屋　     　２０万円
　償却資産　 　１５０万円

　平成１５年度から課税停止

　０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

入　　湯　　税

令和５年度

 
法
　
人
　
市
　
民
　
税

法人均等割　

 
軽
　
　
自
　
　
動
　
　
車
　
　
税

環境性能割

種別割

市たばこ税　　　 　1,000 本につき6,552円

固定資産税　　　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

平成27年３月31日まで
に最初の新規検査を受
けた車両
（旧税率）

平成27年４月１日以後
に最初の新規検査を受
けた車両
(新税率）

最初の新規検査後13年
を超えた車両
(経年重課）　※１
(一部除外有）※２

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

軽
自
動
車

※１平成22年３月以前に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた車両が対象。
　　平成15年10月13日以前に最初の新規検査を受けた車両は、検査証に月の記載が無いため、
　その年の12月に読み替えます。

※２電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動車及び
　被けん引自動車は、経年重課の適用から除外されます。

四輪

軽自動車（環境性能割）の税率　

【令和５年12月31日まで】　 【令和６年１月１日から】　

自家用 営業用 自家用 営業用

乗用 令和12年度燃費基準75％達成車　　＊ 乗用 令和12年度燃費基準80％達成車　＊

貨物 平成27年度燃費基準25％向上達成車 貨物 令和４年度燃費基準105％達成車

乗用 令和12年度燃費基準60％達成車　　＊ 乗用 令和12年度燃費基準70％達成車　＊

貨物 平成27年度燃費基準20％向上達成車 貨物 令和４年度燃費基準達成車

乗用 令和12年度燃費基準55％達成車　　＊ 乗用 令和12年度燃費基準60％達成車　＊

貨物 平成27年度燃費基準15％向上達成車 貨物 令和４年度燃費基準95％達成車

2.0% 2.0%

※１　電気自動車等とは、電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車（平成30年排出ガス基準適合又はポスト新長期規制からNOx10％低減

　　達成）のことを言います。

※２　（★★★★）平成30年排出ガス基準50％低減達成車または平成17年排出ガス基準75％低減達成車

＊　　令和２年度燃費基準達成車であること

1.0% 0.5%

2.0%
1.0%

上記以外の軽自動車

ガ
ソ
リ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ

ト
車

ガ
ソ
リ
ン
車
　
※
２

ガ
ソ
リ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ

ト
車

ガ
ソ
リ
ン
車
　
※
２2.0%

1.0%

上記以外の軽自動車

軽自動車（三輪以上）の車種区分
税率

非課税 非課税

電気自動車等　※１ 電気自動車等　※１

軽自動車（三輪以上）の車種区分
税率

非課税 非課税

1.0% 0.5%

自家用 10,800円 2,700円

営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円

自家用 5,000円 1,300円

営業用 3,800円 1,000円

3,900円 1,000円 2,000円 ※３ 3,000円 ※３

※１　令和12年度燃費基準90％以上達成し、かつ、令和２年度燃費基準達成
　　　令和７年度取得分まで
※２　令和12年度燃費基準70％以上達成し、かつ、令和２年度燃費基準達成
　　　令和６年度取得分まで
※３　乗用営業用の車両のみ

四輪乗用

四輪貨物

三輪

■グリーン化特例

平成29年４月１日から令和３年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の
指定）を受けた軽四輪車などのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の
小さいものについて、最初の新規検査の翌年度分に限り、軽自動車税（種別割）を
軽減します。
令和３年４月１日から令和５年３月31日に最初の新規検査（初めて車両番号の指
定）を受けた軽四輪車などについては、グリーン化特例の適用が電気自動車などに
限定されます。
適用期限が３年間又は２年間延長され、令和５年４月１日から令和８年３月31日
（下の表の※２のものは令和７年３月31日）に最初の新規検査（初めて車両番号の
指定)を受けた軽四輪車などが対象となります。

車種区分 標準税額

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

電気自
動車等

令和12年度燃費基
準90％達成 ※１

令和12年度燃費基
準70％達成 ※２
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諸税の税歴（１７／１８）

法人税割　　 　　　　　８．４／１００

 〇資本金50億円超  　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下  　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超  　従業員数50人以下　   492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人超　　    480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人以下     192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人超　　    180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人以下     156,000円

 〇資本金１千万円以下  　従業員数50人超　　    144,000円

 〇その他　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　60,000円

軽自動車の取得価額　×　税率

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

　　（特定小型原付を含む）

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

   ミニカー                    3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円

      そ　の　他　　          5,900 円

　１．４　／　１００
　（免税額）
　土　　地　　  　３０万円
　家　　屋　     　２０万円
　償却資産　 　１５０万円

　平成１５年度から課税停止

　０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

入　　湯　　税

令和６年度

 
法
　
人
　
市
　
民
　
税

法人均等割　

 
軽
　
　
自
　
　
動
　
　
車
　
　
税

環境性能割

種別割

市たばこ税　　　 　1,000 本につき6,552円

固定資産税　　　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

自家用 10,800円 2,700円

営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円

自家用 5,000円 1,300円

営業用 3,800円 1,000円

3,900円 1,000円 2,000円 ※３ 3,000円 ※３

※１　令和12年度燃費基準90％以上達成し、かつ、令和２年度燃費基準達成
　　　令和７年度取得分まで
※２　令和12年度燃費基準70％以上達成し、かつ、令和２年度燃費基準達成
　　　令和６年度取得分まで
※３　乗用営業用の車両のみ

四輪乗用

四輪貨物

三輪

■グリーン化特例

平成29年４月１日から令和３年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の
指定）を受けた軽四輪車などのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の
小さいものについて、最初の新規検査の翌年度分に限り、軽自動車税（種別割）を
軽減します。
令和３年４月１日から令和５年３月31日に最初の新規検査（初めて車両番号の指
定）を受けた軽四輪車などについては、グリーン化特例の適用が電気自動車などに
限定されます。
適用期限が３年間又は２年間延長され、令和５年４月１日から令和８年３月31日
（下の表の※２のものは令和７年３月31日）に最初の新規検査（初めて車両番号の
指定)を受けた軽四輪車などが対象となります。

車種区分 標準税額

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

電気自
動車等

令和12年度燃費基
準90％達成 ※１

令和12年度燃費基
準70％達成 ※２

軽自動車（環境性能割）の税率　

【令和６年4月１日から】　

自家用 営業用

乗用 令和12年度燃費基準80％達成車　＊

貨物 令和４年度燃費基準105％達成車

乗用 令和12年度燃費基準70％達成車　＊

貨物 令和４年度燃費基準達成車

乗用 令和12年度燃費基準60％達成車　＊

貨物 令和４年度燃費基準95％達成車

2.0%

※１　電気自動車等とは、電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車

　　（平成30年排出ガス基準適合又はポスト新長期規制からNOx10％低減達成）のことを言います。

※２　（★★★★）平成30年排出ガス基準50％低減達成車または平成17年排出ガス基準75％低減達成車

＊　　令和２年度燃費基準達成車であること

軽自動車（三輪以上）の車種区分
税率

電気自動車等　※１

非課税 非課税

上記以外の軽自動車

ガ
ソ
リ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ

ト
車

ガ
ソ
リ
ン
車
　
※
２

1.0% 0.5%

2.0%
1.0%

平成27年３月31日まで
に最初の新規検査を受
けた車両
（旧税率）

平成27年４月１日以後
に最初の新規検査を受
けた車両
(新税率）

最初の新規検査後13年
を超えた車両
(経年重課）　※１
(一部除外有）※２

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

※２電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動車及び

 被けん引自動車は、経年重課の適用から除外されます。

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

軽
自
動
車

四輪

※１平成23年３月以前に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた車両が対象。
　　平成15年10月13日以前に最初の新規検査を受けた車両は、検査証に月の記載が無いため
　その年の12月に読み替えます。
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諸税の税歴（１８／１８）

法人税割　　 　　　　　８．４／１００

 〇資本金50億円超  　従業員数50人超　　 3,600,000円

 〇資本金10億円超50億円以下  　従業員数50人超　　 2,100,000円

 〇資本金10億円超  　従業員数50人以下　   492,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人超　　    480,000円

 〇資本金１億円超10億円以下  　従業員数50人以下     192,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人超　　    180,000円

 〇資本金１千万円超１億円以下  　従業員数50人以下     156,000円

 〇資本金１千万円以下  　従業員数50人超　　    144,000円

 〇その他　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　60,000円

軽自動車の取得価額　×　税率

 原動機付自転車

 　５０ｃｃ以下　　　　       2,000 円

 　５０ｃｃ超１２５ｃｃ以下かつ最高出力

 4.0kW以下（新基準）　  2,000 円

 　特定小型原付　　       2,000 円

 　９０  〃　　　　  　        2,000 円

 　１２５  〃　　　  　        2,400 円

   ミニカー                    3,700 円

 軽自動車

 　２輪のもの　　　 　       3,600 円

　　※３輪以上は、右の表のとおり

 ２輪の小型自動車　      6,000 円

 小型特殊自動車

     農耕作業用　　        2,400 円

      そ　の　他　　          5,900 円

　１．４　／　１００
　（免税額）
　土　　地　　  　３０万円
　家　　屋　     　２０万円
　償却資産　 　１５０万円

　平成１５年度から課税停止

　０．３／１００

　宿泊する者　１人１日150円
　宿泊しない者１人１日 75円

入　　湯　　税

令和７年度

 
法
　
人
　
市
　
民
　
税

法人均等割　

 
軽
　
　
自
　
　
動
　
　
車
　
　
税

環境性能割

種別割

市たばこ税　　　 　1,000 本につき6,552円

固定資産税　　　

特別土地保有税　

都市計画税　　　

自家用 10,800円 2,700円

営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円

自家用 5,000円 1,300円

営業用 3,800円 1,000円

3,900円 1,000円 2,000円 ※３ 3,000円 ※３

※１　令和12年度燃費基準90％以上達成し、かつ、令和２年度燃費基準達成
　　　令和７年度取得分まで
※２　令和12年度燃費基準70％以上達成し、かつ、令和２年度燃費基準達成
　　　令和６年度取得分まで
※３　乗用営業用の車両のみ

四輪乗用

四輪貨物

三輪

■グリーン化特例

平成29年４月１日から令和３年３月31日までに最初の新規検査（初めて車両番号の
指定）を受けた軽四輪車などのうち、排出ガス性能や燃費性能が優れた環境負荷の
小さいものについて、最初の新規検査の翌年度分に限り、軽自動車税（種別割）を
軽減します。
令和３年４月１日から令和５年３月31日に最初の新規検査（初めて車両番号の指
定）を受けた軽四輪車などについては、グリーン化特例の適用が電気自動車などに
限定されます。
適用期限が３年間又は２年間延長され、令和５年４月１日から令和８年３月31日
（下の表の※２のものは令和７年３月31日）に最初の新規検査（初めて車両番号の
指定)を受けた軽四輪車などが対象となります。

車種区分 標準税額

高　　　←　　環境性能　　→　　　低

電気自
動車等

令和12年度燃費基
準90％達成 ※１

令和12年度燃費基
準70％達成 ※２

平成27年３月31日までに
最初の新規検査を受けた
車両
（旧税率）

平成27年４月１日以後に
最初の新規検査を受けた
車両
(新税率）

最初の新規検査後13年を
超えた車両
(経年重課）　※１
(一部除外有）※２

乗用・自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用・営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物・自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物・営業用 3,000円 3,800円 4,500円

三輪 軽三輪 3,100円 3,900円 4,600円

軽
自
動
車

■軽四輪車など（軽自動車のうち三輪のもの及び四輪以上のもの）

車種区分

四輪

※１平成24年３月以前に最初の新規検査（初めて車両番号の指定）を受けた車両が対象。
　　平成15年10月13日以前に最初の新規検査を受けた車両は、検査証に月の記載が無いため、
　その年の12月に読み替えます。

※２電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動車及び被
けん引自動車は、経年重課の適用から除外されます。

【令和７年４月１日から】　軽自動車（環境性能割）の税率

自家用 営業用

　電気自動車等　※１

　ガソリン車　※２ 乗用 令和12年度燃費基準80％達成車　＊

　ガソリンハイブリット車　※２ 貨物 令和４年度燃費基準105％達成車

乗用 令和12年度燃費基準75％達成車　＊

貨物 令和４年度燃費基準達成車

乗用 令和12年度燃費基準70％達成車　＊

貨物 令和４年度燃費基準95％達成車

2.0%

※１　電気自動車等とは、電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車

　　（平成30年排出ガス規制適合又は平成21年排出ガス規制からNOx10％低減達成）のことを言います。

※２　（★★★★）平成30年排出ガス基準50％低減達成車または平成17年排出ガス基準75％低減達成車

＊　令和２年度燃費基準達成車であること

軽自動車（三輪以上）の車種区分
税率

非課税 非課税

1.0% 0.5%

1.0%

上記以外の軽自動車

2.0%
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主な税制改正【令和６年度適用】

税目 改正項目 適用期日等 改正年度

令和６

平成31

　「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法
律」に基づき、個人住民税均等割と併せて、１人
年額1,000円が森林環境税（国税）として賦課徴
収される。

上場株式等
の配当所得
等や譲渡所
得などの課
税方式の統
一

　特定配当等及び特定株式等譲渡所得について、
課税方式を所得税と一致された。これにより、所
得税と個人住民税とで異なる課税方式を選択する
ことが不可となる。

国外居住親
族に係る扶
養控除の見
直し

　扶養控除等の対象となる国外居住扶養親族の要
件が見直され、原則として30歳以上70歳未満の者
が除外される。

令和４

令和２

主な改正の概要

令和６年能
登半島地震
に係る個人
住民税にお
ける雑損控
除の特例

　「令和６年度能登半島地震による災害」につい
て特定非常災害として指定されたことにより、令
和６年能登半島地震による住宅や家財などの損害
について、令和６年度の個人住民税においても雑
損控除の適用が可能となる。

個
人
市
民
税

令和６年度
（令和５年分）

から

森林環境税
の創設

特別税額控
除（定額減
税）の実施

　賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負
担を緩和し、物価上昇を十分に超える持続的な賃
上げが行われる経済の実現を目指す観点から、令
和７年度の個人市・府民税において特別税額控除
（定額減税）が実施される。
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